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はじめに

本仕様書（PSLX-01 製造業のグランドデザイン）は、現在の日本の製造業がおかれた状況を正しく認識し、取り組むべき課題と目指すべきゴール、そして、そのための製造業のITのしくみやしかけを明らかにすることを目的としている。現在のITのさまざまな要素技術を、個々の製造業が、それぞれのビジネス環境に応じて、どのように取り込みどのようにして実際の企業の利益に結びつけるかについて、グランドデザインを描くためのガイドとしての利用を想定している。
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　第1章　 現代の製造業のビジネス環境と課題

PSLXグランドデザイン分科会では、日本の製造業のおかれている問題を明らかにした。インフレからデフレへ変化している現在、生産変動の激しさから需要予測は不可能に近く、製造業には新たな変化が問われている。すなわちライフサイクル短縮化、価格変動に対応するため、新たな技術を取り入れた競争力あるシステムが必要とされている。

1.1　 製造業のビジネス環境（山田）

1.1.1. インフレからデフレの時代へ
高度経済成長期のモノ不足の時代、生産力こそが重要と考え日本の製造業の「モノづくり」は「つくり」を追求してきた。しかし、デフレ経済、モノ余りの時代に突入すると様相が一変した。流通チャネルの発達やインターネットをはじめとした情報インフラの整備により、消費者は簡単に製品情報を入手し各社の製品を比較することが可能となった。いまやメーカは消費者に支持される「モノ」を作らない限り生き残れない時代となってきたのである。２１世紀の製造業は「モノづくり」の「つくり」というプロセスイノベーションから「モノ」というプロダクトイノベーションに重点を移すべきであり、このプロダクトイノベーションは、市場や消費者のニーズと直結したものでなければならない。
1.1.2. 設計・開発・製造プロセスとキャッシュフローの関係

製造業の本質もCash to Cashで考える必要がある。というのも、製造業はキャッシュ→製品→キャッシュという流れをたどるからである。言い換えればキャッシュが材料、間接費（給与、設備投資）に変わり、出来上がった製品を売掛金の形でキャッシュで回収するということである。

ここでは「投入されたキャッシュより、回収されたキャッシュの方が大きい」ことが重要である。これが製造業のMake moneyのためのGoalであり、そのためには需給のバランスもキャッシュで考える必要がある。デフレ時代の今、キャッシュが物に変わっている時間が長いとデフレで価値（キャッシュ）がなくなる。また、インフレのときは需要過剰でどんどん売れるが、デフレのときは供給過剰となり作っても売れなくなる危険もある。以上から設計開発から売掛金回収までの全製品ライフサイクルを管理する必要がある。このキャッシュフロー増大を目的としながら、また売れる量や売れた実績値をフィードバックしながら、資源、人材設置などの投入量を出来るだけフレキシブルに調整しなくてはならない。
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図１－１　設計・開発・製造プロセスとキャッシュとの関係

1.1.3. 激しい生産変動とますますはずれる需要予測

今までのインフレ時代の日本は、需要予測により生産量を決める手法をとっていた。その際、需要予測が外れても、インフレで物の付加価値が上がるため、流通部門が流通在庫として引き取ってくれれば売ってくれたので問題はなかった。あるいは在庫になってしまったものも値段を下げて来年に売っても高く売れたのである。

ところが、デフレの現在は生産変動が激しく、需要予測は当たらない。統計手法による近似も、過去の生産変動が激しければ、どの統計手法をとるかによって予測に大きな違いが生じる。市場では本日売れたものが明日売れると言う保証はないのだ。

この場合、利益に対する考え方を変えなくてはならない。すなわち利益は「売上－コスト」ではなく「回収－投資」という考え方である。そしてすべての生産行為を連続生産からプロジェクト型生産に変更していく必要がある。売れ始める前に作って、売れるピークに売り逃げることにより、利益を確保するのである。このように、今まで経営の概念に希薄であった時間軸を持ち込むことが必要なのである。
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図１－２　ますますはずれる需要予測／激しい生産変動

1.1.4. ビジネスプロセスからビジネスモデルへ
激しく市場環境が変わる今日、市場の本質的な変化に適応できず苦しんでいる企業が多い。各企業はBPRに力を入れているが単なる省人化、自動化といった現状のビジネスプロセスの「改善」にとどまってしまっているケースが多い。しかし、旧態のビジネスモデルの範疇でいくら改善・改革を試みても意味が無い。市場の変化が激しい今日では、市場の変化に対してどのように戦略的にビジネスモデルを再構築し、「売れる商品」「売れる仕組」を創出して売上向上をはかるかが重要なのである。このためには、事業戦略や市場・顧客ターゲットを明確にし、マーケットの変化や顧客の声を素早くかつ継続的に戦略に組み込む「戦略優位性」と、いかにローコストオペレーションで高品質、高付加価値の商品を開発・製造するかという「業務優位性」を確立し、「顧客への提供価値」を高めるモデルが必要なのである。
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図１－３　収益向上のモデル
1.1.5. 製品競争力を高めるシステム

売れるものしか売れないデフレの時代では、製品競争力を高める仕組みを早急に作る必要がある。製造業は3つの営みから成り立っている。どんなもの、どんな機能が売れるのかをいろいろな情報を鑑みて、そのノウハウをマスタDBに転写するプロセス（開発R&D）、マスタDBを「モノ」に安く、タイムリーに転写するプロセス（製造）、製品仕様を増す宝再利用するプロセス（品質向上と保守）の３つである。これらのプロセスに分断があると製品競争力は高められない。

現在の製造業は、作ること（トランザクションデータ）を重視しすぎているが、そうではなくて売れる製品の情報（マスタデータ）をいかに作るかが今後の製造業には重要になってくるのである。
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図１－４　製品競争力を高めるシステム

わが国製造業にとってのSCMとAPS（川内）

わが国の高度成長の時代は1980年代で終わりを告げ、成熟経済への転換のための意識変革に10年を費やした。この間にアメリカ経済は1980年代の苦境から新しいコンセプトに基づく経済再生を実現し、製造業においても日本企業の持つ強みを取り込み、さらに新しいビジネスモデルを創出することにより大きく発展を遂げるにいたっている。アメリカ発の新しい経営手法であるサプライチェーン･マネージメントやＥＲＰの導入がわが国の大手企業においても急速に進み、在庫圧縮や納期短縮に効果を発揮し始めている。

一方、中国大陸における製造業の実力は急速にレベルアップしてきており、平均的なレベルの技術と品質の製品については、わが国製造業の製品と比較しても遜色のないレベルとなってきた。この結果、世界中の有力企業が中国大陸へ進出し、世界へ向けての工業製品供給基地へと急速に変貌を遂げつつある。ＷＴＯ体制と情報通信技術の進歩により、グローバル調達が容易になったこともこの動きを一段と加速している。

わが国大手製造業もこのような国際競争に勝ち残ってゆくために、量産製品の製造拠点の中国大陸移転を急速に進めており、国内空洞化が現実の問題として浮上するようになってきた。このような状況において、わが国製造業の国内製造拠点は新製品の開発立上げと、海外での生産が困難な多品種少量生産品の生産に絞り込んで生き残りを計ってゆかざるを得ない場面に差し掛かっている。

また定番量産品も需要の変化に対応するためにモデルチェンジ・サイクルが早くなっており、需要の変化に応じたクイック・レスポンスが可能な生産体制構築がわが国製造業の生き残りにとって不可欠の条件となってきている。

このような近年における市場環境の変化に対応する製造業のニーズに応えることは、これまでのＳＣＭやＥＲＰでは困難になってきており、本格的な企業間情報連携を実現する次世代ＳＣＭや次世代ＥＲＰが真剣に求められるようになって来た。時を同じくして高速インターネットの普及と価格の低下、およびＸＭＬやＳＯＡＰなどの次世代インターネット技術の国際標準化が急速に進展したため、これまで実現が困難であった高度の企業間情報連携の実現性が高まっている。

1.1.6. 第１世代ＳＣＭの功罪と限界

これまでの第１世代ＳＣＭは標準化された製品（または標準モジュール組み立て製品）の在庫圧縮を主目的として導入されるケースがほとんどであった。しかし単純な在庫の圧縮は在庫の持つ需要変動吸収のバッファ機能を低下させ、欠品発生リスクを増大させることになる。そこで在庫圧縮と欠品リスク増大のトレードオフ関係を軽減するため、各種のＳＣＭ手法が開発され導入されてきた。月次計画生産から日次（または週次）の多頻度少量生産への転換や調達納期の短縮などの手法である。

この結果、需要変動リスクは流通サイドから製造サイドへ移転されることになり、さらにこのリスクは最終製品を製造する大手製造業から資材・部品を供給するサプライヤへ移転し、しわ寄せされることになった。これまでと同じ生産体制のままでは流通サイドの製品在庫が圧縮されて、単にそのままサプライヤの社内在庫にシフトされただけの結果で終わってしまう。このような状況に陥らないようにするためには、サプライチェーンに連なるすべての企業が生産計画サイクルや調達サイクルの短縮化・多頻度化に対応できる社内体制への変革を求められることになった。

このような生産計画サイクルや調達サイクルの短縮化・多頻度化を実現するためには生産情報システムのバッチ処理からの脱却が不可欠であり、企業内の部門間における情報システムのリアルタイム連携と統合が求められることになる。このようなニーズに対応する新しいシステムとして企業内データを統合し、リアルタイムで処理するＥＲＰが登場し、ＳＣＭを実現する情報システムとしてもてはやされてきたのがこれまでの経過である。

しかし、欧米で開発されたＥＲＰシステムは生産計画機能としてＭＲＰを搭載しているのみであり、わが国製造業が開発してきた多彩な生産計画機能をＥＲＰ上で活用できるようにはなっていない。この結果、ＥＲＰを導入したにかかわらず、目標とする経営改善効果を発揮できない事例が多発することになった。

このようなＥＲＰの弱点を補強するために、ＡＰＳと呼ばれる高度の生産計画機能を標榜する新しい情報システムが登場してきた。このシステムの売り物は需要予測シミュレーション機能と需給情報の企業間連携であり、需要予測精度を高めることによりリスクを低減することを狙いとしている。

しかし、米国で開発されたこれらのシステムはＥＲＰと組合せて使用することを前提としており、ＥＲＰが抱えている本質的な生産計画機能の貧弱さは解決されないまま残されてきた。
1.1.7. 次世代ＳＣＭへのニーズと次世代ＡＰＳ

第１世代ＳＣＭは仕様の確定した製品製造の仕組みを改革しようとするものであったが、ここへ来てさらに新しいニーズが生じてきた。それは製品の仕様変更サイクルの短縮により引き起こされてきた。

これまでの製品開発とモデルチェンジや仕様変更は比較的長い時間間隔で実施されており、製造ラインで量産に入る前の生産準備や量産試作に十分な時間をかけて確認が行われてきたため、本格的量産プロセスに入ってからの仕様変更頻度は少なかった。この結果、仕様確定前の製品開発プロセスと本格的量産プロセスはそれぞれ分離したプロセスとして管理することが可能であった。

しかし、ここへ来て次のような要因により、これらの二つのプロセスの統合が避けられないものとなってきた。第１の要因はモデルチェンジ・サイクルの短縮である。これまでは次の新製品投入までに短くとも１年程度の継続的な量産期間が存在したが、パソコンなどの事例のように半年に１回のモデルチェンジ・サイクルになってくると量産生産は多くて数ロットで終了してしまうため、製品開発から量産までを一連のプロセスとして統合して処理しなければならないケースが増加してきた。

第２の要因は購入資材の価格と仕様の変動である。特に電子部品については急速な技術進歩のため、価格の低下が急速に進み、仕様の変更も頻繁に実施されるため、安定した条件で生産を継続することが困難になって来ている。生産計画立案のための基本データである「部品構成表」が絶えず変化する状況下で生産対応することが求められ始めたのである。

このような条件はＥＲＰにおいては想定されておらず、このような生産状況においても欠品や不良在庫を生じさせないような新しい仕組みが求められるようになってきた。

このような状況に対応するために、製造ラインもバッチ方式によるまとめ製造ラインから一個造り製造ラインへの変革が進み始めた。一個造り製造ラインへの変革は同一製造ライン上に計画生産、受注生産、補充生産など各種の生産計画方式により計画された多様な製品や部品を混合して流すことを可能とし、これに合わせて単純なＥＲＰや第１世代ＡＰＳでは処理しきれないような高度の生産計画やスケジューリングが求められるようになってきた。生産座席予約システムなどはこのようなニーズの中から生まれてきた代表的な生産計画方式である。

顧客の納期問合せに対する回答方式も大きく変わりはじめている。第１世代のＳＣＭは製品在庫の有無をリアルタイムでチェックすることにより納期回答を行う仕組みを作り上げてきたが、次世代ＳＣＭにおいては一個造り製造ラインによる多品種少量生産の特徴を生かして、製造ラインの生産スケジュールをリアルタイムでチェックして納期回答を行う仕組みづくりが求められるようになってきた。

このような生産スケジュールをリアルタイムで交換するような仕組みを備えた生産計画システムを第２世代ＡＰＳと呼ぶことにする。第２世代APSを有効に活用するためにはこれまでのＥＲＰでは対応できない。第１世代で取り扱った量に関するデータと共に時間に関するデータを同時に扱えるシステムへ拡張することが不可欠となっている。

さらにこれらのデータを企業間でリアルタイムに交換できる条件も備えなければならない。このコンセプトを発展させればバーチャル・ファクトリーへ行き着く。次世代インターネット技術がこのテーマを実現する道筋を提供している。

次世代ＳＣＭは次世代ＡＰＳと次世代インターネット技術の連携の中で、始めてその実現への道が開けることになった。わが国製造業の生き残りのためには、ぜひ実用化を実現しなければならないテーマである。
1.1.8. 次世代インターネット技術とＸＭＬ

次世代ＡＰＳを実現するためには、企業内外の需要・販売・生産関連データを自由にリアルタイムで交換することが求められる。しかし、これまでのレガシー企業情報システムは部門ごとの業務機械化からスタートしたため、それぞれ独立したシステムとして構築されており相互のリアルタイム・データ連携は不可能な状況で推移して来た。近年におけるデータ連携のニーズの高まりから、バッチでデータ交換するシステムが付加されるようになってきたが、システムが相互に複雑に絡み合い、いわゆるスパゲッティ状況に陥っている。

このような状況を解決するために全社システム統合を特徴とするＥＲＰが開発され、第1世代ＳＣＭを実現するシステムとして現在多くの企業で導入が進められている。しかし、今後さらに次世代ＳＣＭへ情報システムを拡張し、発展させてゆけば同じような状況に陥ってしまう可能性が高い。

これらの問題を解決する有力な手段として現在注目を集めているのが次世代インターネット技術であり、その中核に位置するＸＭＬである。次世代インターネット技術は２００１年にその中核技術に関する国際標準規約の勧告が出揃い、ようやく実用化が可能な段階に到達した。

これまでのインターネット技術の中心的アプリケーションはマークアップ言語ＨＴＭＬで記述したコンテンツをコンピュータ間で交換し、ブラウザー上で表示することであった。ＨＴＭＬはブラウザー上に表示する画面を制御する機能はもつが、データをコンピュータ間で交換する機能は備えていなかった。

これに対しＸＭＬはインターネット・プロトコルを利用してデータをコンピュータ間で直接会話しつつ交換することを可能とする。このようなＸＭＬの特徴を利用すれば、これまでのスパゲッティ状態のレガシー企業情報システム間で統一的に、柔軟にデータ交換することが可能となる。

また次世代ＳＣＭおよび次世代ＡＰＳにおいては、企業間において生産計画情報、製品設計情報などの高度な情報交換が求められている。しかし、これまでのレガシーＥＤＩは単なる取引データの交換に止まり、これらの高度なニーズには対応できていない。これに対しＸＭＬを利用すれば、企業内システム連携、データ連携に止まらず、企業間のデータ連携、アプリケーション連携が可能となる。

また、これまでのレガシーＥＤＩはそのシステム導入コストが高額であるため、大企業間のＥＤＩ活用に止まっており、中小企業間ではＥＤＩ利用は全く行われてこなかった。しかし、今後わが国製造業が機動的な製品開発企業集団に変身してゆくためには、大企業から中小企業にいたるサプライチェーンに連なるすべての製造企業が有機的に高度な企業間情報連携を実現してゆく必要がある。ＸＭＬを利用すればこのような新しいＥＤＩの仕組みを構築し、わが国製造業が共通に活用できるプラットフォームとして提供する可能性が大きい。

しかし、このようなＸＭＬの特徴を活用し実用化するためには、生産計画情報データを交換するための共通規約を取り決め、アプリケーション間でデータ交換するための共通インターフェースを取り決めなければならない。

ＰＳＬＸコンソーシアムはこのような問題意識を共有するメンバーが、このような課題に取り組むために発足し、その成果として短期間に勧告案を取りまとめることができた。今後、ＰＳＬＸ実用化のための勧告提示に向けて、継続的な活動を進めることが期待されている。

　第2章　 製造業の新しいビジネスモデル

日本の製造業の問題点を解決するためには新しいビジネスモデルが必要である。本章ではAPS、製品ライフサイクル管理、プロジェクト管理のモデルをどのように組織と結び付けていくかという新たなモデルを提案する。

2.1　 ビジネス連携と新組織モデル（山田）

2.1.1. 製造業のスコープとアーキテクチャ

製造業が持っている、組織と製品の関係のあるべき全体像を考える。組織と製品の関係を縦軸と横軸に組織を分けて考え、横軸は、CAD情報から、エンジニアリング情報（成果物管理）、あるいは、工程設計へと流れ、E-BOMからM-BOMが編集され、製品が製造される流れである。縦軸は、組織間の関係であり顧客と製品の仕様を確定して、調達のためにサプライヤーにその仕様を伝える流れである。
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図２－１　製造業のスコープとアーキテクチャ

　BPRを始めとした業務改善やITシステムの導入の今まで世の中が狙ってきた方向は、横軸の情報伝達の効率化が中心であり、そのゴールは組織の効率化であった。しかし人間を排除し、コンピュータで管理することで効率化ははかられるが、直接利益には結びつかない。最終的にはリストラにしなくてはならず、組織が小さくなっても企業規模は縮小再均衡してしまい売上は伸びないのである。

　目指すべきは縦軸の方向である。縦軸の上の部分を追及するということは、顧客と自社の製品情報を交換することで、本当に顧客が欲しい製品仕様を決めることで利益が上がり、売上が上がるということである。縦軸の下の部分を追求することは、サプライヤーとの間で調達コストを削減し、単位原価を下げることである。日本の製造業は売上のうち原価が約７０％、販売管理費約１８～２０％のため、SCMやCRMで販売管理費を削減するよりも、売上や原価を下げることの方がインパクトが大きい。

次に、点線の軸を見てみる。ETOは仕様を決めてから作り始める個別受注型製品であり、MTSは全部仕様を決めて製造する在庫型製品、BTOは前者と後者の混在型製品である。ETO、MTSは利益が上がらない。なぜならばETOは受注のたびに新規製品を設計開発しなくてはならず、大量生産のメリットがなく利益が出ない。MTSは在庫型製品なので、顧客仕様が製品に盛り込まれず、売れない可能性が高い。そこで、混合型製品のBTOにどうもっていくかが重要となってくる。それには、製品構成の標準化・モジュール化を伴わねばならない。横と縦の交点は、標準化・モジュール化のポイントとなる。

2.1.2. エンタープライズとファクトリーソリューションモデル

ERPの導入が盛んになって以来、全てのシステムをひとつの大きな仕組みとして考える傾向があるが、これらの導入モデルの多くは成功していない。それは、エンタープライズ系（本社、事業部）とファクトリーソリューション系（工場、製造現場）をその業務の責任範囲やシステムゴールを再認識して、前者と後者をハッキリ区分する必要がある。論理的に考えれば、両者のシステムのデータが違った目的で使われるのであり、ひとつの仕組みで全てのデータを処理する方が土台無理な話である。ここでは、ＡＭＲ社が発表したREPACモデルを参考に、エンタープライズとファクトリーソリューションの体系について考えていきたい。

（１）REPACモデル

APS（スケジューリング）主導のシステムとした場合、その位置は、ERP等の商流と、MES/SCADAなどの実積流との接点にあり、APSは、この両者のコーディネイトの部分にあたる。商流部分は、モノづくりではなく受注と計画を管理している。これは、本社や事業部のスタッフ部門の職務である。一方、生産流部分は、モノづくりとして、工場や製造現場のライン部門の職務である。これを、APSを導入し両者をつなぐのである。
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図２－２　ＲＥＰＡＣモデル

現状のERPを中心としたIT導入を見てみると、ERPの中にAPSを包含して閉じているシステムが多い。しかし、APSは単にERPとだけ接続しても意味がない。

APSの重要な機能としてスケジューラの機能がある。新規受注に対して計画ロットの発行と既存ロットとの調整を行い、ロット間での資源（機械や工程）やリソースの奪い合いを解消する。一方、スケジューラは、工場の最適化を図り、工程指示を出す機能（ディスパッチング機能）を持っており、それには、実積のフィードバックが必要である。しかし、ERPと接続するのみではAPSは実績情報が得られない。そのため、実績情報の取得のためにERPだけでなく、MES、SCADAなどの実績流とのリアルタイムな接続が必要になる。

つまり、APSは商流と実績流とのつなぎに位置したアーキテクチャをまず考えるべきである。そのため、単に商流にAPSを使用して計画の調整を行ったり、実績流にAPSを持ち込んでディスパッチングのツールとして導入するだけでは、APSの真の効果的は得られない。REPACモデルのように、商流と生産流全体の構造（アーキテクチャ）を最初に考えた上でAPSを導入するべきなのである。また、APSは、製造BOMを中心として、計算されるロジックとなっているが、製品のライフサイクルが短くなっているので、設計変更や仕様変更が起こる都度、BOMの変更が必要になってくる。そのためには、製品構成管理からくるE－BOMとの連携が必要である。

（２）MRP・ERP主導のモデルの問題点

現行のERPを中心としたモデルでは、MRP主導となってしまい、固定リードタイムの問題等をかかえているため、製造現場では、結局手作業による調整を行う必要がでてくる。その上、MRPは、現場システムとつながっていないと実績が収集できず、単なるシミュレーションの領域にとどまってしまう。それでは、エンタープライズ系とファクトリー系は分断されたシステムになってしまう。
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図２－３　モデルの問題

逆に成功するモデルとは、エンタープライズ系、ファクトリー系とシステムを分け、かつ、それぞれのアーキテクチャの関係について考えているモデルである。その際、ERPやSCMはエンタープライズ系システムやツールでしかない。そのためファクトリー系ではあまり意味を持たない。また、エンタープライズ系システムであるSCMは工場内データが電子化されている状態でデータをやり取りすることで効果を発揮するため、SCMを導入する前に工場データの電子化をする必要がある。そのため、エンタープライズでのみシステムを推進しようとすると、結局使いづらいシステムとなってしまう。

また、製品の構成が変わっても、M-BOMも柔軟に変更されてなければ、デタラメなMRP計算となる。そのためファクトリーからの実績反映を行い、データの精度を高める仕組み作りが必要となる。

（３）APS主導によるエンタープライズとファクトリーソリューションモデル

REPACモデルを頼りに、新しいAPS主導のモデルを考えてみよう。
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図２－４　モデルの実装－新しい生産管理

生産管理システムを構築する際、システムをエンタープライズ系（商流）と、ファクトリー系（実績流）にまず分けるべきである。なぜならば、両者は扱う情報の目的やデータが異なるからである。エンタープライズは受注などの処理を行う商流でありバーチャルなせ会である。一方、ファクトリー系は生産実績そのものであるため、両者を統合しひとつのシステムでまかなうには無理が生じる。

しかし、両者は互いに連携している必要があり、その役割を果たすのがAPSである。APSは商流では座席予約システムと連携し引当処理を行い、実績流は実績と生産指示をAPSで管理する。また、先行手配分は実績流である工場現場で行うと遅れが生じるため、商流である事業部などが中心となってラフカット計画（MRP）を行わなくてはならない。つまり、商流と実績流を切り離し、その両者間にAPSを介すことで、実績を処理に反映できるシステムが始めて構築されるのだ。

一方エンタープライズシステムであるERPは、本社機能としての経営に関する情報を集める役割を持たせるべきである。エンタープライズシステムであるERPを会計管理システムとして位置付けている企業もあるが、あまり効果を発揮していない。会計情報は結局、過去データであり、経営に必要なのは、先行データだからである。会計を統計上のシステムとして過去情報を分析したところで、変動の激しい今日では、明日を占うことはできず経営に活かされない。では、製造業における先行データとは何か？ひとつは受注残の情報であり、もうひとつは在庫回転率（日数）である。例えば受注残が小さいということは、工場の能力に等しい仕事がないため、販売活動を促進する必要を示している。一方、受注残が増えてきたら、工場の能力を近い将来引き上げる必要がある。でないと、販売の機械損失をする可能性があるからである。もちろん、過度の生産能力向上は、需要が落ちたとき過剰設備となってしまう。

そのため商流管理システムに（例えばERP）に受注を管理する機能を組み込むことで、経営に必要なこれら受注残情報や在庫回転数（日数）が活かされるシステム構築が行える。また需給バランスや生産変動が著しく変動する時は、エンタープライズ系の計画とファクトリー系の実績の誤差を縮める策をとる必要があるため、APSによる計画変更のタイミングを多頻度で回す必要がある。
2.1.3. 様々な経営環境によるビジネスモデルと効果
（１）製品ライフサイクルの短期化に対応するモデル
新規参入業者の増加による競争激化、商品価格の下落等により、製品のライフサイクルは劇的に短くなってきている。顧客の意識は「良いモノを長く」から「新しいモノに買い換え」へ変化してきており、企業は新製品を継続的に投入しないと生き残ることができない。また、製品のライフサイクルが短いため、継続的に安定した売上が望めず、利益確保が厳しくなっている。

このような状況の中、製品ライフサイクル短期化へどのような方向性で対応すべきかを考える。まず、製品構成管理による情報基盤インフラを整備し、Time－To-Marketの短縮を図ることが必要である。そして製品ライフサイクルという時間軸の概念を取り入れて顧客のニーズと同期化をはかる。即ち、新製品の早期立ち上げと、利益が最大化するポイントでの製品の切り替えを確実に実行するのである。また、利益確保の考え方も　利益＝「売上」－「コスト」　ではなく、　利益＝「回収」－「投資」　と考え、継続生産から売切型生産へ転換する。
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図２－５　製品ライフサイクルの短期化に対応するモデル
（２）顧客ニーズの多様化に対応するモデル
顧客のニーズが多様化してきているため、汎用品では顧客のニーズを満足できず、ユーザニーズを個別に吸い上げ製品に反映しないと他社と差別化できない。個別受注化が進み、製品構成の数が増えて、製造原価が極端に上がってきている。

このような状況の中、顧客ニーズの多様化へどのような方向性で対応すべきか。まず、機能モジュールを整備し、この組合せで顧客毎の仕様に対応できるようにすべきである。機能モジュール化の検討は、機能（設計の視点）、部品コスト（購買の視点）、作りやすさ（製造の視点）、保守メンテの単位（サービスの視点）といった４つの視点から行う必要がある。また、顧客のニーズを吸い上げ継続的に機能モジュールに反映させるようなルールや仕組作りも同時に必要である。営業は機能モジュールの組合せを顧客に提案し、極力特注仕様に持ち込まないようにする。営業と設計との間で製品構成情報を共有し、どの機能モジュールを組み合わせて、どれぐらいの納期で、概算見積額がいくらとなり、顧客にどのようなメリットがあるのか等が即時に分かるような電子確定受注の仕組を構築する。また、見積の段階で過去の見積実績やノウハウを素早く確認したり、受注後の顧客の仕様変更をタイムリーに設計や製造に伝達する設計変更管理の仕組も重要となる
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図２－６　顧客ニーズの多様化に対応するモデル
（３）ファブレス化に対応するモデル
儲からない部門や工程はM&A等で整理され、製造業全体のプロセスで分断と統合が繰り返されて、EMS化が本格化している。工場の海外移転も行われており、ファブレス化した各企業間で製品、部品の仕様情報の交換が大きな問題になっている。また、昨今の製造業では購買品や外注品が製造原価の70％を締めるまでになっているが、メーカの厳しいコスト締め付けで品質が劣化し問題となっている。品質劣化を未然に防ごうと、説明やレビュー等の会議が増大したり、不良品を水際で食い止めようと検品作業が増大し、コミュニケーションコストが問題となっている。

このような状況の中、ファブレス化へどのような方向性で対応すべきか。まず、取引価格の適正化（コスト締め付けの緩和）をはかり、購入品や外注品の品質劣化を防ぐことが必要である。そして、外注やサプライヤとインターネットを用いた電子データでの仕様交換や３次元イメージビューワを活用したデザインレビューにより外注品や購入品の品質を向上する。外注品や購入品の品質が向上したら、検品作業を廃止してコミュニケーションコストを削減し、変わりに複数社購買、複数外注によるコンペ制を導入する。
[image: image11.wmf]商品

ベース機種開発

受注

据付

サービス

情報収集

問合せ

仕様・見積検討

発注

据付・検収

クレーム・メンテ

仕様設定・見積

引合対応

プロモーション

製造・検査

外注・購買

生産設計

市場

お客様

企画・マーケ

戦略立案

ベース

機種

競合動向

技術動向

ﾀｰｹﾞｯﾄ選択

メーカ

プロジェクト管理

外注

外注

ｻﾌﾟﾗｲﾔ

ｻﾌﾟﾗｲﾔ

ﾊﾟｰﾄﾅｰ

ﾊﾟｰﾄﾅｰ

製品構成を管理し、戦略的情報活用のバックボーン（

e

-

HUB

）

とする

リアルタイムな仕様交換・電子商取引

リアルタイムな仕様交換・電子商取引

PDCA

ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ

ｻｲｸﾙの徹底、

採算、製品切替

ﾀｲﾐﾝｸﾞの把握

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ進捗の可視性を高める

PLM

のモデル

•

取引価格の適正化（コスト締付の緩和）

•

３次元

CAD

の活用を支援する仕組

•

デザインレビューのリアルタイム化

•

下請メーカの品質保証・受入メーカの

　検品の廃止

•

複数社購買、複数外注によるコンペ制

　の導入

•

プロジェクト管理の仕組

•

電子商取引の仕組

•

仕様交換の仕組

•

製品構成管理の仕組

•

イメージビューワの活用

方向性

PLM

のモデル


図２－７　ファブレス化に対応するモデル

（４）デフレに対応するモデル
モノ余りの時代、商品価格の下落により更にデフレの傾向に拍車がかかっている。顧客ニーズも多様化し、製品開発から市場投入までスピードが求められるようになってきている。このような状況の中、デフレへどのような方向性で対応すべきか。まず、製品戦略に「ライフサイクル」という時間の概念を取込み、製品の切り替え時期を的確に判断することが重要である。そして、製品構成管理やエンジニアリングデータ管理等の情報基盤インフラを整備し、研究開発の強化、売れる製品作りに経営資源を集中させる。製品構成情報やエンジニアリングデータは、営業やサービスでのクレーム等とも関連をもたせ、市場情報をデータベースで共有できるようにする、このような情報を継続的に新製品開発に有効活用するルールと仕組を作る。また、製品構成情報やエンジニアリングデータを保守やサービスでも活用できるようにする。これによりサービスレスポンスを向上し、顧客満足度を上げてリピートオーダに繋げた、メンテナンスフィーの入手確率を上げる。
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図２－８　デフレに対応するモデル
（５）グローバル化に対応するモデル
価格競争の激化により、より安価な部品を求めてグローバルな部品調達が必要となってきている。合わせて積極的な海外への販売展開を行っており、現地に保有する大量の在庫に為替リスクが増大している。図にグローバル化対応の方向性を示す。

製品構成管理により情報基盤インフラを整備し、原価シミュレーションにつなげることが必要である。原価企画を徹底して購入部品の最適調達地と最適生産地を素早くシミュレートする。また、ネッティング・プーリングのシステムを活用し、為替リスクをコントロールすることが必須となる。
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図２－９　グローバル化に対応するモデル
2.2　 製品ライフサイクル管理と組織（山田）

2.2.1. PLMによるビジネスモデル
製造業では営業、設計、購買、製造、サービスといった各部門間の情報のやり取り課題が多い。営業から設計開発を見た場合、原価情報の精度が悪く、正確な見積ができない。また、設計開発から営業を見た場合、顧客の仕様変更がリアルタイムに伝わらない。設計、生産技術、製造部門の間では、計画の変更が多くて生産が安定しないなどの問題が生じている。PLMではこれらの問題を、結合BOMを共通の企業情報とすることによって解決する。即ち、結合BOMをコミュニケーションツールとして製品情報の全ライフサイクルをサポートするITの基盤インフラとして用いるのである。
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図２－１０　統合BOMを背景としたライフサイクル管理の仕組
（１）製品構成管理（統合BOM）を背景としたライフサイクル管理

従来のPDMは、図面管理や文書管理主体の設計開発のプロセス改善、効率化の仕組みであったが、PLMの領域では、統合BOMを背景としたライフサイクル管理の仕組みへと進化した。
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図２－１１　統合ＢＯＭを背景としたライフサイクル管理の仕組（１）

これによって統合BOMを中心とした、システムを作ると、①新製品開発において、②引合い、見積もり時において、③クレーム対応において大きな力を発揮する。

（２）新製品開発・引合い（見積り）、クレーム対応の仕組み

新製品開発の段階においては、サービス、製造、原価などの情報を総合的に活用する必要がある。
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図２－１２　統合ＢＯＭを背景としたライフサイクル管理の仕組み（２）

従来、これらの情報は、企業中に点在し、また更なる設計変更や仕様変更によってどのバージョンがそれぞれの製品情報と関係するのか分からなくなり、その検索作業だけで膨大な時間を費やしていた。この統合BOMを中心としたシステムによって新製品開発段階において、設計開発者は、スムーズかつ柔軟に必要な情報を集めることができるのである。

一方、引合い（見積り）の段階においては、営業担当者は、即時仕様の見積、コストの見積、納期回答を行う必要がある。
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図２－１３　統合ＢＯＭを背景としたライフサイクル管理の仕組み（３）

個別受注型の製品は、これらの見積りや納期回答に多くの時間がかかってしまい顧客の満足を得られないどころか、競合の誘発を招き低価格競争に巻き込まれてしまう。デフレも加わって、モノの価格は下落する一方である。顧客に対して必要な情報を即時に集めることが最も重要なのである。

　クレーム発生の段階においては、担当者は、納入品の部品構成、図面の即時把握、故障箇所の迅速な特定をする必要がある。
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図２－１４　統合ＢＯＭを背景としたライフサイクル管理の仕組み（４）

現行では、納入先に行って見て、製品を分解しないと、必要部品も故障の原因も特定できない。これでは、メーカが収めたはずの製品を何も分かっていないとサービスの姿勢を問われると同時に、品質や技術力についても疑われてしまう。統合BOMを使って、収めた製品の構成を確認し迅速なクレーム処理を行い、サービス面における企業価値を向上させる必要がある。
2.2.2. e-HUBとビジネスモデル

昨今の製造業は、ファルブレス化の進展により、企業を超えた製品設計や製造、販売の体制が進んでいる。これは複数の企業間で業務プロセスや製品仕様情報の密連携が必要であることに他ならない。こうなると、前述した統合BOMは企業内での情報基盤インフラであるだけでなく、インターネットで結ばれた企業群を有機的に結合する役目も担う必要がある。このように、昨今では結合BOMは更に発展しインターネットと融合したE-HUBに進化してきている。
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図２－１５　結合BOMからE-HUBへ

また、このモデルを構築するに当たってはプロジェクト管理とセキュリティが課題となる。ファブレス化や外注の活用が進むと、社外ともネットワークで統合BOMを共有し、仕様交換のための情報共有とプロジェクト管理のための情報の可視化が必要となる。このため、
図に示すような製品構成単位にしっかりとしたセキュリティをかける必要がある。企業、組織、人によるアクセス制御、Viewの制御により柔軟で強力なセキュリティを実現し、誰が、何時、どのような変更を行ったかをトレースすることが可能でなければならない。
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図２－１６　製品構成単位のセキュリティ

2.2.3. 統合BOMとコンフィギュレーションの仕組み

統合BOMを理解する場合、成果物管理と、製品構成管理は違うことを最初に理解する必要がある。そして、統合BOMは、日時やバージョンによって、技術BOM、販売BOM,受注（顧客）BOM、メンテナンスBOMと論理上区別されている必要がある。

しかし、変更管理のトレーシング、トラッキングをするためにはこれら統合BOMは物理的に、あるいは、ネットワーク上でフェデレーションされていて1つのDBである必要がある。そうでなければ設計変更や仕様変更が起こった場合、紐付き管理による対応が行えない。
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図２－１７　統合ＢＯＭとコンフィギュレーターの展開

統合BOMから製造BOMへのデータ移行も、仕様が決定された受注BOMつまり出図のタイミングでは遅い。リードタイム短縮のために、先行手配分をさみだれ式に調達製造していくには、技術BOMの段階で、製造BOMに構成を取り込んでおかなくてはならない。そして、それぞれの統合BOMにはその用途によって目的が個々に違う。それぞれのBOMの目的は以下の通りである。

（1） 技術BOM；　

要素設計段階の構成情報が保管される。原価情報やクレーム情報など、製品の品質向上のための情報が構成情報とともに管理され設計担当者が要素設計に活用していく。

（2） 販売BOM；　

構成情報が標準化・モジュール化されていて、販売のコンフィギュレーションのために活用される。売れる構成に標準化・モジュール化されているので、提案型営業に活用される。また、この標準化、モジュール化が混合生産の基礎となる。

（3） 受注BOM；　

顧客の仕様によりコンフィギュレーションされた構成が保存される。顧客からの仕様は、営業との間で擦り合せられながらバージョンごと、ユニットごとに決定されていく。こられの顧客との取り決めによる仕様の履歴が管理され、最終的な顧客仕様が確定、保存される。

（4） メンテナンス（設置）BOM；　

顧客に製品が納入される場合、スペース等の問題で仕様が変わる場合があるが、最終的な設置状態の製品構成が保存される。また、メンテナンスされた場合もその履歴が記録され、このBOMを見ることで顧客にある現状の製品の納入または設置された仕様が確認される。メンテナンス段階でも部品の特定、故障箇所の特定等が可能になる。

（5） 製造BOM；　

製品構成BOMに対して、生産技術（製造準備）の段階で工程情報が付加されて、製造BOMが作成される。この製造BOMがスケジューラやMRPの基本情報となる。

2.2.4. 日程（工程）計画とBOMのリンクによるさみだれ生産方式

これまで、ものづくりは、設計、調達をきちんとしてから製造していたが、今後は製品構成と製品工程を並行する必要がある。その結果、製品のライフサイクル短期化、リードタイム短縮などにより出図のタイミングがなくなる傾向にある。リードタイムが短縮されないと、デフレによる価値の目減り、コンペの参入を招く危険性が高い。更に設計、調達の工程も先行手配分として、リードタイムに組みこむ必要が出てきた。
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図２－１８　さみだれ生産と日程計画とＢＯＭのリンク

設計、調達において足の長い部材は、全体のリードタイムにおいて、ボトルネックとなる。これらは、先行手配部材分として、設計・調達の計画ができたならば、さみだれ式で組立てを開始することにより全体のリードタイムは大幅に短縮される可能性がある。これを実行するためには製品構成である統合BOMと工程を加味した製造BOMとの連携が必要である。

2.3　 待ち伏せ型生産のシナリオ（手島）

2.3.1. 待ち伏せ生産のあらまし

　スケジューリングがもたらす可能性を本格的に活用するビジネスモデルを以下に提示する。その目的は、スケジューラーを販売することではなく、スケジューリングが困難であったために歪む傾向があった日本の製造ビジネスモデルを本来の姿に戻すことである。

　その一例として、見込み生産手配の後で顧客の要求を引き出し、段階的に仕様を決めてゆく、待ち伏せ生産方式を取り上げる。

　待ち伏せ生産方式は、個別受注生産を短納期で行うためのビジネスモデルである。しかし、多仕様化し、需要予測が当たりにくくなった製品分野でもこの生産方式は有効に作用するであろう。

　受注生産であっても、顧客の注文を待って材料を購入手配するようでは納期に間に合わないことが多い。競争が厳しい現在では見込みで材料を購入し、さらに共通部品を事前に生産しておくことによって短納期を条件に注文を獲得する工夫が必須である。

　見込み先行手配には別の意義がある。他の生産オーダーと共通の材料や部品をまとめて購入あるいは加工することにより、原価をかなり低く抑えることができる。

しかし、このやり方には限界がある。仕様が決まらない段階で先行して加工すると、顧客の要求仕様が決まったとき、仕掛り品を作り直す費用と時間が発生し、せっかくの先行手配が無駄になりやすい。したがって、顧客の要求を先行手配の方向に導くよう働き掛ける必要がある。

さらに、顧客の要求する仕様が決まったとき、大急ぎで仕様や生産量を変更する必要がある。高技術化し専門分野の細分化が進んだ現在では多くの部品の供給を外部企業の力を借りて行わなければならないので、仕様変更手配や計画変更手配にかなりの労力を要する。待ち伏せ生産では規格品の大量生産とは異質のサプライチェーン管理が必須である。サプライチェーンを通してプロジェクトを成功させる仕組みとして待ち伏せ管理を受け止めていただきたい。

2.3.2. 技術データ構造改革：品目コードなしのスケジューリングを目指す

　まず、準備段階として、技術データ構造改革を優先的に行う。

　親子関係で製品の構成を表現し、各品目の加工手順と設備や作業者の関係によって製造方法を表現する従来型の部品表／製造手順表では実際の製造現場の活動を正確に表現できない。部品表と製造手順表を一つにまとめることが必須である（Goldratt E.M.1989.）。現在の製造ビジネスではさらに、設備、技能者、治工具・金型などの再利用すべき生産資源も技術データの一部分として表現する必要がある。現在のPSLXの「マスター・データ」仕様はこの要求を満たすようになっている。

しかし、外段取などを一工程と扱うことは一時しのぎの方策であって、不十分である。少なからぬ企業において、設備、技能者、治工具・金型の整備あるいは配備のプロセスが正確に表現し、これもスケジューリングの対象にする必要がある。

　これらを表現してみると、データ量が極めて多く、しかも共通性があることに気付く。共通の加工内容であればまとめて加工し、段取替え作業頻度を削減できる可能性がある。しかし、現在のところ共通であることを表現する方法がなく、また共通部分を統合表現する方法もない。「品目コード」は仕様が異なっていることを表現するが、類似することについては何も表現しない。

　そこで、仕様が異なる品目を識別する「品目コード」を設定する習慣を疑ってみよう。

　製造業は、用意した設備や技能者等からなる「生産能力」を利用して類似した内容の加工を行っている。加工対象物の仕様が異なれば、若干加工内容を変えるとか治工具・金型を取り替えて対応している。このような加工内容をインプット・プロセス・アウトプットによって表現し、その内容の加工を施す理由を明示することにする。

　この立場から加工対象物あるいは目標成果物となる品目の類似性を捉えてみることにしよう。

　通過する工程とその順序が同じであれば、類似性があると見なすことができる。幾つかの工程において加工内容が同じであれば、類似性はより高いと考えられる。これらの類似する品目の集まりを「品目群」と呼ぶことにする。品目群に共通の工程と順序があると想定しても、問題は生じないであろう。個々の品目の通過する工程とその順序をこれに照らすと、どこが共通で、どこが共通でないか判別できる。その上で、個々の品目を作るための加工内容を当てはめてみよう。品目群に対して、どのような理由で異なる仕様を持つよう加工を施すか、その理由を明示するとよい。もしも、その品目の「用途」や「使用条件」が同じであれば、同じ仕様になるよう、同じ内容の加工を施してよいと考える。そこで、仕様が異なる理由として、「用途・使用条件」を表現することにする。用途・使用条件にはいくつもの階層（カテゴリー）があり、一つの階層の中で複数の値を持っている。実際の製品仕様は複数カテゴリーの用途・使用条件の値の組合せに基づいて決定される。言い換えると、あるカテゴリーにおいて、類似品は「サブ品目群」を形成している。さらに、用途・使用条件を組み合わせるとサブ品目群はさらにサブ・サブ品目群に分れ、階層構造を形成している。 

　製品だけででなく、部品や材料についてもこのような「品目群」概念を適用し、部品表と製造手順表の統合を図ることができる。

　以上でスケジューリング用データ構造改革ができた。

一つの品目群について、共通の資材（部品や材料）とか、加工工程と加工内容などがあれば品目群に対してデータを用意すればよい。特定の品目の製造方法を抽出するとき、品目共通の技術データとその品目固有の用途・使用条件を満たすために施す加工内容を重ね合わせるとよい。この機能を技術データ管理ツールに持たせると、「品目群名」＋「用途・使用条件値」の組合せによって、個々の品目を識別できる。すなわち、品名コードなしで、スケジュールを立てることができる。

「待ち伏せ生産」がこの技術データ構造改革の目標である。生産計画を立てるとき、「製品群」について需要予測あるいは販売目標を設定し、生産計画を立てることにしよう。新技術データを上流から下流になぞると、特定の用途・使用条件に関わる最初の加工機能を発見できる。すなわち、そのカテゴリーの用途・使用条件をその工程に到達するまでに決めておけばよいことが分る。最初は品目群について生産計画を立て、しばらく経ってサブ製品群に分割し、さらにそのサブ製品群を段階的に詳細化するアプローチが可能である。最初の生産計画段階では用途・使用条件については何も決めなくてよい製品群がかなり存在するであろう。
2.3.3. ローリング計画：上流での大量産可能な待ち伏せ計画

　見込みで生産計画を立て、売れ行きや販売見通しに応じて生産計画を変更・調整するアプローチは従来も多数の日本企業が行ってきた。ただし、前に立てた計画と変更した計画の整合を図ることが困難で、部品の特急生産要求とデッドストックが背中合わせで発生した。一旦作りかけた部品を別に仕様に作り直すケースもそれほど珍しくない。仕様が異なることを表現するだけの「品目コード」に依存すると、計画変更時に、計画の一貫性を保証できない。

　品目の類似性に着目すると、この問題を解決できる可能性がある。品目群（あるいはサブ品目群）について見込みで大量生産手配し、共通の部品や材料を調達できる。時間が経つと順次決めるべき用途・使用条件カテゴリーについて需要予測あるいは販売見通しを立て、サブ製品群毎の生産量を決めてロット分割し、生産時期を微調整してゆくことができる。

　このように、部材や仕掛品の大幅な過不足が生じないようロット分割と仕様追加ができる生産計画、すなわち「ローリング計画」が新しいビジネス・モデルの柱である。前述の新しい構造の技術データを参照すれば、いつ頃どの用途・使用条件を決めればよいか計算可能である。　
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　計画期間　　　　　　　　　　　　　時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画期間

　　始点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　終点

　　　　　塗りつぶしは製造番号に共通部分を持つ生産オーダー群を表す。

図２－１９　ローリング計画

売れ行き見通しや顧客の注文などに応じて生産計画部門はこの計画を調整（ローリング）する。

また、生産進捗を把握し、計画に上書きすることも必須である。

　スケジューラー（例えばAPS）によってローリング計画の実行可能性を保証することが肝要である。また、その結果として確定したローリング計画をサプライヤーに開示することが極めて望ましい。そうすれば、サプライヤー達はこれを参照して独自のビジネス活動を行うことができる（気配り納入と自律生産を参照）。

2.3.4. 商談管理：生産計画ローリングの根拠

　待ち伏せ生産計画をローリングする根拠が必要である。景気のよい時代においては「需要予測」が生産計画策定調整の根拠とされた。しかし、製品仕様が多様化するにつれて品目当たりの母数が小さくなり、需要予測が狂いやすくなった。最終消費製品メーカーでさえも、需要予測に依存できないケースが少なくない。

　供給過剰で競争が激化した現在では、商談の進捗に応じて生産計画を調整し、売りやすい仕様と納期条件を製造部門が作り出す必要がある。その根拠として、商談の内容と進捗を把握する必要がある。

　営業部門は顧客との取引・商談の進行状況を把握し、売れそうな品目の種類と量およびおよその納期を管理する。品目の仕様決定（部分でもよい）とか納期、量などについて把握し、受注確度が上がったなら、製造部門が参照できるよう商談データベースを更新することが望まれる。

　逆に、営業部門がローリング計画を参照して、顧客に実行可能な納期と量および仕様を提示して、受注を促進することが望ましい。さらに、前述の新しい構造の技術データを参照し、特定の仕様の作り込みに着手する前に、顧客仕様決定するよう働き掛けることが極めて望ましい。製造部門が受け身に止まっているのでは、不利な事態になりがちである。

　商談管理の要点は顧客ビジネス活動の進捗を把握することである。単に販売実績を上げようと営業マンの尻を叩くための商談管理は意味が薄い。顧客のビジネス活動と自社のビジネス活動が連携・連動しているなら、その結果として売り上げが安定または、伸張するであろう。ただし、アウトソーシングが進み、サプライチェーンによって経営せざるを得なくなった現在では、「顧客の顧客」を意識する必要がある。さらに、サプライチェーン中の重要企業の動きにも注目すべきである。

　サプライチェーン管理を成功させようと思うなら、重要なサプライヤーに対して自社の生産計画を開示し、サプライヤー側の商談管理と生産計画ローリングを可能にすることが極めて望ましい。 

2.3.5. 座席予約：顧客活動に対する供給保証

　商談と生産計画を結びつけ、顧客に対しては供給を保証し、製造部門に対しては売り上げと収入を保証することが座席予約である。言い換えると、生産現場と顧客を結びつけ、顧客指向のビジネス展開を座席予約は可能にする。

　生産計画部門は受注程度がある程度高い商談の内容にローリング計画を引当て、他の商談に奪われないよう紐付けする。座席予約によって製造部門による商談の履行が保証される。ただし、保証できさえすれば、飛込み注文や重要な顧客のために引当て内容を変更・やりくりすることは構わない。むしろ生産計画部門の任務はやりくりであると考える方がよい。

　ここで言う座席予約は単に生産能力を予約するものではない。部品や材料を含む加工対象物の供給を保証するものでなければならない。顧客の求める仕様と引当てた生産オーダーの仕様が若干食い違っている場合、不要になった資材の供給を止めるとか、不足する資材を緊急調達するなどの対処が必要である。もしもこれらの対処が実行不可能であるとか、多大な損失が発生する場合は座席予約すべきでない。

　したがって、座席予約を行うためには何らかのスケジューリングが必須である。座席予約はスケジューリング・アプリケーションの一種である。

2.3.6. 気配り納入：「かんばん」なしの供給活動と生産活動の連動

　ＡＰＳの目的はスループットの最大化と製造リードタイム短縮を目指して生産現場のビジネス活動を同期・連携させることである。しかし、前提として必要なデータを揃えスケジュールを立て始める瞬間かから、予期せぬ事態が発生しスケジュール通りに活動するのでは却って同期が崩れる事態が発生する。Goldratt E.M.の提唱するタイムバッファーは若干の余裕をもたらし、同期の崩れを防ぐことができる。しかし、サプライヤーが複数のサプライチェーンに参加する現在の産業構造では利害が対立し、スケジュールにしたがって活動できない事態が頻発する。スケジュールとタイムバッファーだけでは同期連携策として不十分である。その原因となるＤＢＲ（Drum Buffer Rope）風の現場制御を改革する必要がある。対策として、「気配り生産システム」の気配り納入仕組みを応用する。

　まず、準備として各サプライヤーにそれぞれが関係する技術データを配布しておく。資材供給の同期を図る方法として、ローリング計画にとそれにビジネスの進捗（仕様確定状況と生産進捗）をサプライヤーに開示する。技術データを利用してサプライヤーが自らの手で供給品目の所要量と日程を計算すれば、いつ、何を、どれだけ納入すべきか判断できる。したがって、サプライチェーン管理者がいちいち納入指示しなくても、ジャスト・イン・タイム納入が可能である。

ここで若干のタイムバッファーを設ける。すなわち、道路の混雑や生産の進みすぎに対処するために若干の先行納入期間を設けて、その期間分の生産計画を先行開示するとよい。その余裕を利用して部品をまとめて運べば、輸送効率も高まるであろう。ただし、タイムバッファーより先行して納入することは禁止すべきである。

2.3.7. 自律生産：部分最適化を許すサプライチェーン管理方式

　ジャスト・イン・タイム納入が可能になるためには、供給すべき資材をサプライヤーが事前に生産しておく必要がある。トヨタ生産システムの「3ヶ月資材調達計画」はサプライヤーにとって生産計画策定に役立つが、繰り返し生産を前提とするものであり、個別受注生産もあり得る待ち伏せ生産では有効でない。何よりも生産スケジュールが頻繁に変動するので、計画変更指示が煩雑になりすぎる。そこで、ここでも気配り生産システムの「自律生産」の仕組みを応用する。

　その仕組みは「気配り納入」と同じである。すなわち、ローリング計画を少し先まで開示すれば、サプライヤーは気配り納入と同様に自分でスケジューリングし、何を、いつ、どれだけ生産すべきか判断できる。ここでも

ただし、ここでもタイムバッファーとして先行生産期間を設け、計画を先行開示する。先行生産された資材をサプライチェーン管理者は時期が遅れても必ず取り入れるよう、サプライヤーに約束する必要がある。

サプライヤーは供給責任を果たせさえすれば、独自の判断で生産計画を作成してよい。まとめて作ってもよいし、他のセット機器メーカーから注文を取ってもよい。要するに、サプライヤーは自分のための最適化を目指して独自のローリング計画を立てることができる。

ただし、先行生産期間より先の計画についてはサプライチェーン管理者が自由に仕様変更とか計画変更を行えるよう、サプライヤーの先行生産を制限する必要がある。

　前述の新しい構造の技術データを参照すれば、顧客の仕様が決まらない資材についてサプライヤーが先行生産に着手することを未然に防げるであろう。

2.3.8. 実績把握

　スケジューリングの前提として、材料調達や加工の進捗を把握する必要がある。従来の生産情報システムではスケジューリングを行わないので、実績把握は能率評価や原価計算など不急の業務のためにバッチ処理（一括処理）で行うことが多かった。しかし、スケジューリングが可能になると事態は一変する。現在の状況の中で可能性を発見するためにスケジューリングを行い、可能解の中で好ましいものを選び、確実に好ましい結果を得る、フィードフォワード型の経営管理が可能になった。

　そのためには、計画に対する実績の狂いを的確に把握し、関係者が共同で参照し、共通の認識を持てるようにする必要がある。したがって、実績把握をオンライン・リアルタイムで行うことが極めて望ましい。

　リアルタイム実績把握の目的はもう一つある。異なる位置で異なる任務を持って働く人々の活動の連携ないし協働（コラボレーション）を可能にすることである。短納期と低価格を同時に要求される現在では、連携不足による材料待ちとか、在庫滞留などが競争能力に多大な影響を及ぼす。ビジネスの現場の活動を即刻把握し、協力しあう周囲の人々が状況に応じて臨機応変のアクションを行えるようにする必要がある。

　現在のスケジューラーでは、より好ましい連携の仕方を計画することも可能である。ただし、リアルタイムスケジューリングはそれほど歓迎されない。スケジュールが変わり続けると、現場で働く人たちは何を信じて働けばよいか分らなくなる。スケジューリングは最適化を目指す関係上、ある程度の間隔をおいて行うことが望ましい。リアルタイム・スケジューリングは可能解を模索するために使うことが望ましい。　
2.3.9. 加工サービスと設計サービス

　商談管理の項で述べたとおり、「待ち伏せ生産」を受け身に行うのでは顧客の我が儘に歯止めが掛らず、製造側の不利益を招く。積極的な働き掛けが必須である。待ち伏せ生産ではそのような積極的ビジネスモデルが可能である。

　ローリング計画の仕様が確定していない生産オーダーに対して顧客の注文を引当て、用途・使用条件に合わせて加工サービスや設計サービスを行うことができる。共通部品類を先行生産しているので価格や納期は、規格品の大量生産ほどではないがある程度の競争力を保てるであろう。仕様に関しては、顧客満足度を最高水準に高められる可能性が高い。納期に関しては顧客と交渉でき、需要状況に応じて設定できるので満足度は高い。

　さらに踏み込んで、特定の工程に関する加工サービスや設計サービスの仕組みを強化し、それを競争優位のポイントに仕立て上げることも可能である。ディーラーズ・ブランドやデザイナーズ・ブランドも夢ではない。自社の製造ビジネスを基盤（プラットホーム）として、その上にディーラーやデザイナーのビジネスを載せるなら、プラットホーム型産業構造（出口、１９９８）ができあがり、安定経営の基礎が固まるであろう。

2.4　 ライフサイクルマネジメントとプロジェクト型生産（船木）

2.4.1. ライフサイクルマネジメントとプロジェクト型生産の背景

　現在、製造業は、今までに経験したこともないような激しい市場変化、技術革新、顧客ニーズ多様化、にさらされ、ビジネスのグローバル化が進んだ新たな大競争時代を迎えている。このような環境下で、製造業は、製品の多品種化、製品ライフサイクルの短期化に対応できる体制が必要とされており、従来のように、ある期間をかけて開発した製品を数年かけて量産し、売り続けられる状況は少なくなった。現在では、顧客ニーズに対応した新しい製品を開発し、短期間に売りさばいて、投資したキャッシュを回収するというサイクルが重要になっている。すなわち、一つ一つの製品の開発から量産、製品廃止までのサイクルがプロジェクト的になってきたということである。一方、顧客ニーズの変化は激しく、一つの製品が売れる期間は短くなり、一つの製品の売上げ総額も少なくなる傾向にある。よって、プロジェクトはどんどん小粒になっていく傾向にある。このような中で、製造業が競争優位に立つためには、いかにうまくプロジェクトを計画、投資、運営し、いかに早くキャッシュを回収して次のプロジェクトに回せるかが鍵になる。

2.4.2. 従来の量産型生産マネジメント

　従来の量産製品の生産マネジメントでは、量産によるリソース活用効率を重視し、製品開発・設計を中心としたエンジニアリングフェーズと量産フェーズとを分離してマネジメントするという考えが主流である。量産型生産マネジメントのイメージを示すと図２－２０のようになる。新製品を企画し、開発・設計、試作するエンジニアリングプロセスは、開発プロジェクトとして扱われ、それぞれ将来の売上げ予想などに基づく投資回収見込みに基づきプロジェクトごとの投資が決定されている。一方、製品が量産フェーズに移行すると、需要動向をにらみながら生産・販売計画が立てられ、基本的に売れる見込みがある限り、生産を続ける。量産フェーズでは、設備、人、情報システムなどのリソースの利用効率を高めるため、他製品とリソースを共有するよう努める。特に、主に量産フェーズでの計画・管理を支援するＳＣＭシステムは全製品を対象として統合的に構築、運用されていることが多い。このように、従来型の生産マネジメントでは、プロジェクト的に開発・設計された製品も、一旦量産フェーズに入るとリソース効率重視の製品横断的、統合的マネジメント下に置かれる。

このような従来型の生産マネジメントは、一つの製品が安定的に売れ、並行量産している製品間でのリソース共有が効率的に働く場合には有効であったが、今後は大量生産による回収効果は期待できない。今後は、エンジニアリングフェーズから量産フェーズまでを一気通貫に管理できる体制が重要となる。

図２－２０　量産型生産マネジメント

2.4.3. プロジェクト型生産マネジメント

プロジェクト型生産マネジメントのイメージを示すと図２－２１のようになる。

プロジェクト型生産マネジメントでは、新製品の開発・設計から試作、量産、製品廃止までの一連のサイクルは一つのプロジェクトとして扱う。そして、定期的または必要に応じて企画・提案されたプロジェクトに対し、各プロジェクトのリスクやキャッシュフローの見込みを考慮して投資計画を決める。また、投資が決まったプロジェクトは、プロジェクト全体にわたる開発・設計計画、生産準備・試作計画、生産リソース調達計画、量産計画などのプロジェクト実施計画を立て、それに沿って以後のプロジェクトが遂行される。また、他企業とのパートナシップ構築もプロジェクト別になり、計画時点から検討を開始すべきである。

量産計画はプロジェクト投資額を回収できるように計画すべきであり、量産を開始したら量産計画で販売を見込んだ分は一気に部材調達し、生産してしまうというのが基本的スタンスである。もちろん、量産開始後は、生産を実行するための詳細な生産計画が必要になるし、もし、量産計画時点よりも該当製品の需要が落ち込んでいるようであれば、実際の生産量を減らす、または生産を中止するなどの調整は必要である。しかし、量産開始後に高精度な需要予測をして生産計画に緻密に反映させるということは、現在のような市場変化の激しい時代ではもはや不可能に近い。したがって、量産も含めて投資対象と考え、当初の量産計画分を売り切り、投資額が回収できるよう努力すべきである。そのために、プロジェクト計画と連携した拡販、売り込み戦略も重要になる。

また、当初の量産計画よりも需要が拡大している場合には、当初計画期間を越えて量産を継続するか、それとも計画通り量産終了とするかの判定が重要となる。今後の量産時点での生産計画の重点は、このような量産継続／終了の判定に移ると思われる。

従来の量産型生産マネジメントでは、固定費と変動費に分けた原価中心の評価であり、量産フェーズにおいてリソース共有と利用効率向上による固定費低減が重視されるが、プロジェクト型生産マネジメントでは、プロジェクト別の投資対リターンによる評価が中心となり、複数プロジェクト間でのリソースの再利用（リユース）によるプロジェクト投資額の削減が有効となる。

　一方、製品の開発から量産までが一貫して計画、管理されるようになると、生産計画、管理システムの要であるＢＯＭ（Bill of Materials）の一貫性も重要になる。製品の設計変更、バージョン更新などのＢＯＭの変更情報は即時に量産において参照できるようになっていなければならない。プロジェクト型生産マネジメントでは、いわゆるＥ－ＢＯＭとＭ－ＢＯＭの統合が必須の課題である。


図２－２１　プロジェクト型生産マネジメント

2.4.4. パラダイムの転換

　プロジェクト型生産マネジメントを実現するには現状のマネジメント体制からの大幅な移行、考え方の転換が必要となる。そのポイントを、計画のスタンス、パフォーマンス評価、マネジメントシステムの構造の３点に絞ると表２－１のようにまとめられる。

表２－１　考え方の転換ポイント

	
	量産型生産マネジメント
	プロジェクト型生産マネジメント

	計画のスタンス
	量産フェーズでの需要予測、調達計画、生産計画の精度向上
	事前のリスク、キャッシュフロー評価による投資計画中心。計画したら作りきり、売り切り。

	パフォーマンス評価
	原価計算中心。量産時のリソース共有による固定費低減。
	プロジェクト別投資対リターンによる評価中心。リソースリユースによる投資額削減。

	生産マネジメントシステムの構造
	エンジニアリングフェーズを支援するシステムと量産フェーズのＳＣＭシステムの分離。
	ＢＯＭを中心としたエンジニアリング情報と量産情報の統合による一貫システム。


　第3章　 APS主導の製造業アーキテクチャ

デフレ環境下では、MRPからAPS主導のモデルに転換しなければならない。APSは従来のMRPシステムとは異質なものであり、APS実装のための新たなアーキテクチャが必要となってきている。

3.1　 MRPからAPS主導へのモデル転換を組織全体でおこなう（山田）

プランニングとスケジューリングは、大きく違う。インフレ型経済の今までは、プランニングは、経営的側面でスタッフの職務、スケジューリングは、管理的側面でラインの仕事として考えられてきた。そのため設計開発、事業部、本社機構と工場とはまったく別の管理が行われていた。

この場合、工場は、単に計画されたものを素直に製造すればよかったのであり、資材所要量を中心としたMRPとジャスト・イン・タイムを目指すカンバンシステムだけが、生産管理の仕組みであった。しかし、デフレ環境化に経済が移行すると、これら、スタッフとラインが別の振る舞いをできなくなる。それは、市場からの需給バランスの変動、実生産における変動による工場の負荷分散を一緒に行う必要がでてきたからである。ここにおいて、APSが全社の仕組みとして考える必要がでてきたのである。

3.1.1. MRPの固定リードタイムの問題

製品を無駄なく、短期的に作るために多くの工場でMRPが採用されてきたが固定リードタイムによって計算を行うという大矛盾をかかえている。固定リードタイムの問題について以下のケースを説明する。
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図３－１　ＭＲＰの固定リードタイムの問題

あるAという製品（または品目）のMRP設定は10日になっている。これはAの製造リードタイムの平均が8日だったのでサバを読んで（工場ラインを止めたくないのでバッファーを入れる）2日増えた。もしMRPをLevel by Levelで計算していくと指数関数的にこの2日分のサバ読み分が増えていくのでかえって在庫が増え、リードタイムも長くなる。

更に、実際にはAは最短1日、最長20日で製造されている。なぜこのように製造リードタイムにばらつきが出るのだろうか。それは、その製造ラインのリードタイムは、そのラインが混んでいるかすいているかによって決まるからである。現代は、生産変動が激しく、そのために、ボトルネックは工場の内部に存在するため、工場内の日々の混雑状況の差もより激しくなっている。固定リードタイムはあくまでも理論上の平均であり、現実は工場現場の実績を見ながらスケジューラ等を使って調整しなければ現代の生産管理は成り立たない。

3.1.2. MRP主導からスケジューラ主導へ

MRP主導からスケジューラ主導へ移行するにはどうすればいいのか？

そもそもMRS、MRP、CRPは問題点が多い。MRPの固定リードタイムの問題は取り上げたが、それに付随するCRPシステムも暴力的（Black Boxシステム）である。それは、CRPが工場や営業の活動に対してシステムの都合を押し付けてしまうからである。例を挙げると、顧客の都合を考えずに工場の能力だけで生産スケジュールの変更を決めれば、当然、顧客がいる以上営業は困ってしまう。一方、生産能力が足りないと突然システムの都合で現場に休日出勤命令が出れば、納期や数量が変更され、従業員が怒るわけである。全ての調整は、１００％全員を満足できないので、様々な対応についてはやむを得ないとしても、決め事にはコンセンサスがいるのである。コンピュータがブラックボックスで、単に、工場内の付加調整の計算結果だけを返したのでは、社員は納得しないのである。
　現在、少ない資源（機械、人）で最大のスループットを上げなくてはならない以上、ボトルネックは資材購買から工場の能力へ移ってきている。今までは資材が高く、納期が長いため、なかなか部材が手に入らなかったので資材所要量計算（MRP）が重要であったが、今は部材は十分に安くなり、納期もジャスト・イン・タイムで手に入る。むしろ前述のように工場の能力の方が需給のバランスで機会損失、過剰生産で問題を起こすケースが多い。よって、ROAが重要な時代は最低の設備投資で最高のスループットをあげる必要性があり、スケジューラを使って実績をフィードバックして資源能力を酷使する必要性があるのだ。

また、スケジューラの本質とは、ロットとロットがぶつかり合ったものを調整すること、ロットとロットが資源を奪い合っているのを調整することである。（資源と言うのは工場のラインや人間の個数など、有限なもののことである。）これにより、スケジューラでは、ロットごとに優先順位をつける必要がある。顧客のセグメント化（優先顧客への対応など）をおこない、生産ロットのフォワードとバックワードの優先順付け、特急オーダへの対応が必要である。これによって工場内は、実績と計画が一致して最適化していくのである。

3.1.3. APS主導のシステムデザイン

MPS、MRP、CRPを中心とした従来の考え方から脱却して今後、どういう生産管理の機能、仕組みが今後重要になっていくのか。APSを主導としたシステムの場合、スケジューラの情報の元ネタは製品構成管理、日程管理、受注管理（座席予約システム）となる。先行手配分をラフカットMRPで計算する場合はそれも元情報となる。
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図３－２　ＡＰＳ（スケジューラ）手動システム

　スケジューラには二つの機能がある。一つは、受注が入ってきて座席予約で計画がない場合、新しく計画を立てねばならない。この際、ロットを奪い合うため、間に合うかどうかを計算するためスケジューラを回す機能である。もう一つは、実際は生産は計画通りにいかないので、実績にあわせて常に工場を最適化するためのスケジューラ単体で回す機能である。

スケジューラで計算された情報はMRPに渡されるが、この場合、MRPでは正味所要量計算のみを行う。また、スケジュールされた情報はMESやSCADAを介して工程管理と情報が交換される。一方実績データはこの工程管理からフィードバックされ、再スケジューリングの元データとなる。

　時代は、生産変動が激しく、資材所要量よりも工場の能力の方が大事であるからこそ、スケジューラ中心のシステムに意味がある。MRPの良い点は、変更があった場合に、正味所要量の計算が可能な点である。正味所要量についてはMRPに計算させ、工程についてはスケジューラにまかせれば良い。しかし、足の長い先行手配分の部材についてはスケジューラを回してから手配したのでは間に合わない。だが、多くの製品を分析してみると実際、先行手配分は5～10％程度のわずかな数値である。ということはすなわち、MRPを全部回す必要はなく、ラフカットMRPとして上流で5％分だけ先行手配を行い、残りの80％以上はスケジューラを回す段階で十分なのである。このように現実に即した形で、スケジューラとMRPとを切り分けて使っていくことが必要である。

3.2　 企業組織と技術アーキテクチャ（山田）

3.2.1. Web（EIP）によるフロントとバックエンドシステム

同じ基幹系システムであってもフロントとバックエンドのシステムライフサイクルの整合性を取っていく必要がある。EIP(Enterprise Information Portal,従来EAIと混同されていた))これによって、フロントの業務が変わってもバックシステムを変える必要はなく、バックが変わってもフロントは影響を最小限にとどめることができ、全体的に息の長い基幹システムにすることが出来るのである。
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図３－３　情報のフェデレーションで組織を強化する

これはそもそも、フロントエンドシステムは0.5～1年、バックエンドシステムは5～10年というライフサイクルの違いがあることから考えられたアーキテクチャである。フロントとバックエンドシステムのシステムゴールが違うこと、すなわち、フロントシステムはプロセス支援を目的としているが頻繁に業務が変更されるため、変化に強い事が重要である。一方、バックシステムはデータを蓄積処理するのが目的なので、システムの信頼と安定が必要であるという違いがある。

それらの整合性を取っていくために、XMLによるバックエンドの柔軟なデータ交換、マスターの一元化が必要となってくる。

3.2.2. XMLによるデータ統合

XMLの技術を使うことによってバックエンドのデータを統合し、EAIの力によってネットワーク上のフロントシステムがデータを検索できることができる。
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図３－４　ＸＭＬとＥＡＩデータ統合（１）

現状のシステムではクライアント、ネットワーク、アプリケーションサーバーが分散しており、また、それに関連したデータの存在するデータベースサーバーやメインフレームも分散している。これらの複雑化システムは、無理にインテグレーションしようとしているため、システム接続の部分で新たなデータベースを立てて更に複雑なシステムを構成してしまっている。またシステム間連携はノード数の指数関数的増加を示して、もはやメンテナンスが不可能な状態になってきている。一方、e-Catalogや業界のプロトコル対応のため、フロントシステムは、これに対応するネットワークシステムへのデータベースを新たにたてるため、データの整合性が取れないというデータ不整合の二重マスターの問題に直面してしまっている。
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図３－５　ＸＭＬとＥＡＩデータ統合（２）

XMLを使用すると、分散アプリケーションサーバーや分散データベースの複雑化を回避でき、バックエンド系システムが全てネットワーク上に存在する構造に生まれ変わる。結果的に、データはデータの発生場所においておけばよく、わざわざデータ活用のために、新たにデータベースを立てることもなくなり、二重マスターの問題も解決する。更に、企業のあらゆる情報は、社員であれば誰でも簡単に活用でき、企業の情報の民主化、職場のシナジーが生まれてくる（もちろんセキュリティーの問題は解決する必要がある）。

データに関してはXMLにより接続はするが、データの意味が違う場合もあるので、データクレンジングの仕組みは必要である。

　このようにPSLXコンソーシアムでは、ネットワークに対応したAPSの体系を実現するためにXMLをもっとも重要な技術であると位置付けている。

3.3　 APS実装アーキテクチャ（手島）

3.3.1. APSとアーキテクチャ

　「アーキテクチャ」は建築用語で「様式」と訳される。法隆寺とウェストミンスター寺院は異なるアーキテクチャで建築されている。概念も構成要素も、使用する材料も、工法も異なっている。法隆寺を作った技術者たちにウェストミンスター寺院を造れと命じても、何をどうすれば、実現できるか分らないであろう。

ＡＰＳは従来の計画とスケジューリングを統合する機能を持つために、それを利用するビジネス情報システムの構造を抜本的に改革せずにはおかない。材料としてのＡＰＳがそれを利用するビジネス・モデルを改革する事態が発生する。ＡＰＳを利用するビジネス情報システムの構造と構築方法を用意する必要がある。

また、ＡＰＳの実現方法も従来のＭＲＰシステムやスケジューラーとは異質の構造を持つ。従来の仕組みを想定し、従来と同じ考え方でＡＰＳの機能を設計しても、期待通りに使用できるＡＰＳを実現できる保証はない。ＡＰＳの内部（実装方法）に関してもアーキテクチャが必要である。

アーキテクチャは技術を拘束するものではない。目標成果物の活用と実現に関する諸々の技術要素を整理し、それらの間の関係を明らかにし、要素間のインターフェースについて共通的な見解を提供するものである。目標成果物を作成する技術者は共通のインターフェース仕様を守りさえすれば、実現方法を自由に考案することができる。他の技術要素の実現方法の影響を受けて、自己の担当する技術要素の実現方法の変更を迫られる恐れが少ない。 

3.3.2. レイヤー（階層構造）

　アーキテクチャを見定めるにあたって、手段から目的に至る階層構造に目を向ける必要がある。煉瓦を積み上げて法隆寺を作ることはできない。部品表ではボトルネックを有効活用するスケジュールを立てられないとE.M. Goldrattが著書 ”Haystack Syndrome” で指摘しているとおり、階層の下部構造が適切でないなら、上層でどのように工夫しても目的を達成することができない。

　階層構造において、上層部は目的に結びつきやすい。しかし、目的が変化すると無駄になりやすい。ところが、下層部は目的と直接的に関係しない代りに、多様な目的に貢献することができる。例えば煉瓦を利用してビルディングを建てることもできるし、アーチ橋を作ることもできる。

　ＡＰＳの下部構造はＡＰＳ以外のアプリケーションにも使われる可能性が高く、ＡＰＳ側で勝手に規定することを許されない場合があると考えなければならない。例えば、ＭＲＰシステムにおいて、製造用部品表を使用するが、それは開発段階で生成・再利用される開発用部品表を加工したものである。開発用部品表を無視して製造用部品表を設計すると、データの重複と食い違いを招きやすく、アプリケーション全体を混乱に陥れる。

3.3.3. APS関連アーキテクチャの階層構造

　アーキテクチャに関する討論は１月１２日午後のみであったため、議論を尽くしていない。しかし、APSの活用と実装にまつわる諸問題を整理し、様々な技術を位置づけし、それらの健全な発展を促すことができると考える。以下に試案を示す。

表３－１　APSアーキテクチャの階層構造に関する試案

	レイヤー６
	製造業ビジネス層・ビジネスシナリオ層

	レイヤー５
	製造業務層・製造アプリケーション層

	レイヤー４
	スケジューリング・エンジン／エージェント層

	レイヤー３
	スケジューリング部品／ロジック層

	レイヤー２
	スケジューリング(制約・目的)データ層・

スケジューリング・データ管理層

	レイヤー１
	マスタデータ層・マスタデータ管理層

	レイヤー０
	データ層・データモデル管理層


　ＡＰＳやスケジューラの用途は製造ビジネスに限らないが、分り易さを増すために以下では製造ビジネスを例として説明することをお許しいただきたい。
















　　　　　　　　

図３－６．APSアーキテクチャの階層構造イメージ

APSの階層構造について、下層から上層に、すなわち基盤から目的に向かって説明する。

（１）レイヤー０　データ層・データモデル管理層

　この層は情報技術上の一般的な層であり、スケジューリング技術との直接的な関係は薄いように見える。しかし、スケジューラを提供する人にとってはデータ処理環境の設定・整備の容易性に多大な影響を及ぼすので注意を要する。放置すると、スケジューラの実行環境が周囲のアプリケーションから孤立し、スケジューリング業務がアプリケーションの孤島になる恐れがある。

　E．M．Goldrattが指摘するとおり、物事を２項関係に分解する磁気テープ時代のアプローチでは、ビジネス・プロセスをデータとして写し取り表現することができない、すなわち、単純なリレーショナル・データベースではスケジューリング用の基礎データを表現できない点に注目する必要がある。

　第４正規形またはオブジェクト指向データモデルに基づくデータとデータ管理機能がこの層では必須である。ただし、商用のリレーショナル・データベース管理システムやCODASYL型データベース管理システムを否定するものではない。商用データベース管理システムの上に第４正規形が扱えるデータ管理機能（例えば、オブジェクト・リレーショナルデータ管理機能）を用意しておけば十分である。

　この層の機能によってマスタデータとスケジューリング（制約、目的）データを、スケジューリングの対象となる実世界の事実に基づいて直接的に表現できるであろう。

（２）レイヤー１　マスタデータ層・マスタデータ管理層

Goldarttは部品表（Bill of Material）と製造手順表（Routing）のデータを統一し、どの部品がどの工程に投入されるか正確に表現するよう、マスタデータ構造改革を提案した。この方式であれば、資材供給と加工・輸送などの同期を図ることができる。現在のAPSではこのデータ構造を前提としているものが多い。

MRPシステムのデータを流用してＡＰＳの基礎データとすることは極めて困難である。部品表は資材供給を固定リードタイムで表現しており、負荷状況を反映できないためAPSの負荷調整機能を有名無実にする。

スケジューリング課題を表すデータ、すなわち、制約や目的に関するデータが与えられたとき、多くのAPSではマスタデータを参照して、詳細なスケジューリング課題データを生成する。すなわち、マスタデータはスケジューリングデータの母胎となるメタデータであり、スケジューリング課題のパターンを表している。

このデータが存在しない場合は、利用者側でスケジューリングデータを用意すればよい。この場合は PERT/CPMなどプロジェクトスケジューリング技術を応用してスケジュールを立てることができる。しかし、それでは利用者の負担が大きくなる。また、スケジューリングデータ内の論理矛盾を防ぐことが難しい。マスタデータを持たないAPSではスケジューリングデータ内の論理矛盾を排除するチェック機能（例えばトポロジカル・アナリシス＝もつれ分析など）を用意すべきである。

スケジューリング導入失敗事例を観察すると、スケジューリングデータ生成の負担に利用者が耐えかねるケースが非常に多い。この問題を防ぐには、マスタデータを用意することが有効である。しかし、それでも警戒すべき問題が残っている。

　マスタデータはスケジューリング業務の外側で生成・更新され、広くスケジューリング以外の業務でも参照・使用される。APSの都合に合わせてマスタデータ仕様を設計すると、外部で生成・更新されたデータをAPS用マスタデータに変換する処理が必要になる。またデータ取り込み時間が長くなるため、APS側に用意するリアルタイムスケジューリング機能は無効にならざるを得ない。

　APSが規定するマスタデータ仕様に、利用者のマスタデータを変換するインターフェース・モジュールを挿入できるなら、この問題を解決できるであろう。

　マスタデータの品質チェック機能、検索機能、スケジューリングのためのデータ抽出機能などのマスタデータ管理機能がマスタデータ層に密接して（カプセル化あるいはコンポーネント化／パッケージ化）構築される。

　マスタデータはビジネスのパターンを表しており、寿命が長い。

（３）レイヤー２　スケジューリングデータ層・スケジューリングデータ管理層

　スケジューリングの課題を表現する制約とか目的に関するデータもまたスケジューリング業務の外側から供給される。しかし、スケジューリング結果もまたそれらの業務にフィードバックされる。したがって、この層においてスケジューリング業務は他の業務と繋がっている。

　具体的にはスケジューリングの目的を表す「生産オーダー」、能力制約を表す「生産資源データ類」、スケジューリング課題の詳細と、順序制約を表す「オペレーション・データ」、スケジュールに対する実務の進行状況を表す「進度データ」や「在庫・仕掛りデータ」などがその例である。

　類似品の個別受注生産や待ち伏せ生産では設備・機械や治工具・金型などの「生産資源の準備あるいは供給」がスケジューリング課題の中に含まれる場合がある。また、加工サービスや設計サービスでは、部分的でははあるが「開発作業」もスケジューリング課題に含まれる。このような場合、マスタデータに一般形を登録しておき、これに基づいてスケジューリング課題の詳細データを生成する機能を用意することが望ましい。

　マスタデータほどではないが、スケジューリングデータも外部のアプリケーションとの繋がりが密接である。したがって、スケジューリング業務専用のデータ仕様を定めると、外部のアプリケーションとの間でデータ交換が困難になる恐れがある。この問題を解決するためにPSLXコンソーシアムではデータ仕様をXMLで定義し、記述することにした。すなわち、スケジューラはこの層において他の外部アプリケーションと互換性のある標準インターフェースを持たなければならない。 

　スケジューリングデータの生成、検索、更新、データの品質チェック機能などのスケジューリングデータ管理機能がこの層に密接して構築される。

　スケジューリングデータは、マスタデータのインスタンスと考えることができる。特定のビジネス活動に対応して生成されるので、マスタデータに比べると寿命が短い。

（４）レイヤー３　スケジューリング部品／ロジック層

　PSLXコンソーシアムが定める標準データ仕様を前提として様々なスケジューリングロジックを具体化した機能部品が用意されるであろう。標準インターフェースを守っている限り、ロジックの組み方は自由である。また、内部を公開する必要もない。また、ユーザが独自のスケジューリング部品を組み立てても構わない。

　部品間の機能の食い違いがあっても構わない。元々、スケジューリング課題は対立する利害を調停する問題が多いので、部品間の機能の食い違いは当然のことである。スケジューリング部品の利用者が適切に使い分け、最終的によいスケジュールができあがれば十分である。

　この層の部品はビジネスの現場で働く人々にとって身近なビジネス規則である場合がかなりある。したがってスケジューリングだけでなく、他のアプリケーションでも共通的に利用されることがある。ビジネス規則を変更するとき、この共通部品を変更することになるであろう。

　ただし、この層を次のＡＰＳエージェント層の要素と分離することは困難であるかもしれない。すなわち、部品を組み立てて上位機能を持つ部品を作るので、最上位に属するエンジンやエージェントを別の層に位置づけることには無理があるかもしれない。

　この層の要素としては、バックワード／フォワード・スケジューリング、紐付け管理、部品展開、所要量計算などが挙げられる。

（５）レイヤー４　スケジューリング・エンジン／エージェント層

　ＰＳＬＸコンソーシアムの中心的な関心の対象であるスケジューラはこの層に位置づけられる。スケジューリング課題の性質に応じて様々なスケジューラが作られるであろう。スケジューリング技術者の知識と情熱がこのスケジューラの実現に向かって集中投入される。

　現在は、スケジューラと周囲のアプリケーションを切り離し、外部からスケジューリング課題を表すデータを与えて（import）、得たスケジュールを外部のアプリケーションに送り返す(export)、エンジン型のスケジューラが多い。これは企業のアプリケーションを列車と見立て、列車全体を動かす機関車（エンジン）の姿によく似ている。

Import/exportに掛る処理時間は以外に大きい。マスタデータの量が多い場合はスケジューリングに要する時間よりもimport時間が長くなる可能性がある。スケジューリング課題に必要なマスタデータだけを抽出するほうがよいかもしれない。ただし、そうすると代替の製造方法を探せなくなり、負荷状況に応じたスケジューリングが困難になるであろう。

　スケジューラの働き方にはもう一つのスタイルがある。誰かがスケジューラに仕事を依頼すると、依頼者の状況に応じてスケジューリング・サービスを行ってくれる代理人（エージェント）型の働き方である。このタイプのスケジューラであれば、データのスケジューリングデータのimport/exportの負担がなく、使いやすい。ただし、ユーザのデータ仕様とスケジューラのデータ仕様に違いがある場合は、データマッピングを常時行うことになり、処理効率が下がる可能性がある。　

（６）レイヤー５　製造業務層・製造アプリケーション層

　スケジューラを利用して様々な業務用アプリケーションが構築される。例えば、待ち伏せ生産のシナリオに沿って以下のようにスケジューラが活躍する。

ａ）ローリング計画
ＡＰＳによる実行可能性保証
最遅仕様決定日に基づく見込み仕様決定
ｂ）商談管理
取引進捗と顧客仕様決定状況把握
最遅仕様決定日に基づく仕様決定促進
ｃ）座席予約
リアルタイム・スケジューリングによる注文受け付け
見込み手配品の仕様変更による注文受け付け
ｄ）気配り納入・自律生産
部品納入時期を知るための、サプライヤー側で行う簡素なスケジューリング
サプライヤーの自己最適生産を図るローリング計画
　現在のビジネスでは生産業務や物流業務だけでなく、製品開発業務や経理・会計業務でもスケジューラの必要性が高まっている。資金繰りやキャッシュフロー経営にあたって、適切なビジネス活動と資源消費の計画は必須である。

　この層の要素は製造ビジネスに携る人々にとって情報を供給する基盤構造として作用するであろう。「作業環境整備」がこの層の要素を構築する目的である。

（７）レイヤー６　製造業ビジネス層・ビジネスシナリオ層

　現実のビジネス活動はこの層において遂行される。様々なビジネスプロセスが構成され、戦略的行動が行われる。スケジューラの立場でこの層に言及することは困難である。

　ただし、スケジューラは近未来に期待通りの結果をもたらすために、いま何を為すべきかを教えてくれる。スケジューリング機能を中心にビジネスモデルを改革することも可能であろうが、現時点では経験が浅く、断定できない。

　第4章　 個別アプリケーションと技術要素

前章までに記述した通り、日本の製造業は経営環境や顧客ニーズに即した新たなシステム管理を行う必要がある。本章では、スケジューリングやプロジェクト型生産、座席予約システムなどの新システムやキャッシュフローの概念といった個別アプリケーションと技術要素を紹介していく。

4.1　 スケジューリングの様々な技（田尻）

4.1.1. スケジューリング方法

ＡＰＳにおいては､スケジューリング方法として、バックワードスケジューリング、フォアワードスケジューリング、ボトルネック中心スケジューリングという３通りのスケジューリングアルゴリズムが提案されている。十分認識されていることではあるが､スケジューリング方法が同じであっても､スケジューリングする際､｢ジョブをアサインする優先順位｣の違いによってスケジューリング結果は大きく異なる。この問題は”運用管理”に十分留意した上で検討されねばならない事項で､実務に大いに影響する。

　スケジューリングを行う際には､アクテイビテイ(ジョブ)に対して期待する方向と合致した優先順位を設定し､スケジューリングを行う事が必要であり､優先順位としてどのような評価基準を採るかで結果が全く違ったものになってくる。

　マスタープランの立案時でのスケジューリングは、第一は顧客の納期要求度(緊急か否か)に配慮し、次に､納期を基準としてバックワードスケジューリングを行うが､その時の優先順位は｢顧客の重要度｣等を考慮することもある。更に､｢負荷平準化｣を行うためにバックワードスケジューリングとフォアワードスケジューリングを行い､各オーダーの完成予定日を設定したのち､その完成予定日をベースにした実行計画用のスケジューリングを行う。

　この実行計画用スケジューリングを行うに際して､下記の”優先順位”が考慮されたスケジューリングが行われる。一般的に使用されている優先順位としては、①着手予定順、②到着順、③スラックタイム･ミニマム順、④加工工程数大順、⑤加工STミニマム順、⑥加工STマキシマム順、⑦残存トータルSTマキシマム順、⑧特定材種順、⑨特定オーダー順、があり､その時の目的に応じて使い分けが行われる。（この優先順位は｢デスパッチング･ルール｣の範疇も含んでいる）

4.1.2. 優先順位の活用法

（１）スケジューリングに際しては､一つの優先順位で決定されることは殆どなく､第一優先順位･第二優先順位第三優先順位････と､幾つかの優先度評価基準を設定して実施される

（２）更に､作業が完了するまで設定した優先順位を不変とするのではなく､生産の途中で変更することも考える。

（３）優先順位の設定の仕方によって､納期遵守率や回転率などが大幅に変化する

（４）ボトルネックに着目した｢ボトルネック中心スケジューリング｣を行う前に､生産プロセスの変更検討を行うこともままあり､運用管理レベルではスケジューリング展開をする前の｢準備作業｣が重要である。

優先順位評価要素としてどれを選ぶかによって､スケジューリング結果が異なりはするが､基本的には３つの期待要素に分類できる。第一は｢納期遵守｣を主目的としたもので､着手予定順･スラックタイムミニマム･特定オーダー順等がある。第二は、｢設備稼働率最大化｣を期待するもので､到着順･加工STミニマム順があげられる。第三は、｢平均納期遅延率ミニマム化｣を狙うもので､加工工程数大順･加工ＳＴマキシマム順･残存トータルＳＴマキシマム順　があるが､特殊材種順もこの流れに入る。

　実際にスケジューリングを行うときは､おおよそ上記の内容を把握した上で､優先順位を適切に設定することが望まれる。

4.1.3. 実行スケジューリングまでに

最終(事項ベース)スケジューリングという観点では､上記のスケジューリング作業を完了させても､依然最終とは言えない。実行ベース､即ち資材購入並びに手配期限･実際に作業着手する期限を決定するためにはまだまだ作業が残っている。例えば”集約生産”を行うことで原価低減を図る計画を行うチャンスが存在し､企業特に製造現場においては重視されるものである。

｢1ダースなら安くなる｣････これはある意味で真実であり､別の表現をすれば｢機会利得･機会損失防止｣という言葉になる。｢生産管理システムでの原価低減支援機能｣は､今までに積極的に取り上げられていなかったように思える。しかし､実際にはこの支援機能を多分に持っているので､これをＡＰＳにおいて積極的に取り上げ､実現していくことも今後の課題である。

　“集約”には、①同一形状による集約、②同一加工作業による集約、③同一材質による集約、④設備特性の活用を図る集約、等々があり､スケジューリングに際し上記の集約を具体化するよう留意されれば､現実的効果を期待できる。

｢設計部門｣は間接業務を行っていると言うより､むしろライン業務を担当していると考えたほうが良い。つまり､本研究会における｢スケジューリング問題｣は製造部門を中心としたものではなく､業務実態に即した｢設計～製造｣の範囲を最低減の対象として議論していかねばならない。｢仕様未決状態での受注受付｣を日本的業務形態として認識し､これへの対応を以って日本的製造業活性化支援を行う････とするのであれば､絶対に設計と製造を一括りにしたスケジューリングが行われるべきである。この検討の中で｢設計不通化型生産｣を検討する価値が出てくるように感じる。

4.2　 品目コードからの脱却（田尻）

4.2.1. 部品表における手配番号の固定化
  製品の部品構成は全てツリー状にてあらわせるので､｢ツリー型部品表｣を作成している所が多く､この手配方法をベースとして手配番号の固定化を考える｡
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図４－１　ツリー型部品表

 上図に於て､同一機能の製品に対し｢トータル部品表｣を作成する｡  このためには､この部品表が｢機能中心展開型｣であることが望ましい｡
  更に､部品名も｢シソーラス｣にて定義されていると理想的である｡
  このような条件が整っていないにしても､実行できない訳ではなく要はツリーの最下位レベルである部品が最小公倍数的に展開されればよい｡
   製品１＝∫(部品１､部品４､部品ｎ,････)

    製品２＝∫(部品２､部品４､部品ｍ,････)

      このように､特定された製品に対応して部品も固定化される｡  よって､｢同種の製
　品群内で使われる部品を全展開して､その部品の番号を決めよう｣という考え方である｡

4.2.2. デマンドアナリシス
  ここで対象としている製品類では､主に｢ＢＭ(Bill of Material Processor)｣にて部品展開を行い､ 部品毎に発注処理している｡ この発注処理が製品個別に管理されるようになっている場合は､発注全品が特定化されているので｢調達及び納入期限管理｣は混乱すること
が少ないが､使用部品の共通性が高い場合は､手配管理上や在庫管理の面からロスが発生しやすく問題も多い｡
  このような事から､全ての製品でＭＲＰ的思想に基づいた手配方法が検討されているが､ＭＲＰ的手配では納入部品の特定化がされぬため｢引き当て処理や原価管理｣での問題を誘起させている｡
  そこで､ＢＭ展開した部品をＭＲＰ思想に準拠した手配を行い､組立て生産計画により
組立て着手指示段階で､別途組立て計画に基づく必要部品の展開を行う方法が考えられる｡
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 　 Ｚ
図４－２　デマンドアナリシス

      ①受注品別期限をベースに､各部品単位の期限を設定する
      ②期限設定された部品を受注区分を超えて展開する
      ③ある期間内で同一部品を集約し｢まとめ手配項番｣を設定する
④手配項番をベースに負荷計画を立案する

4.2.3. 期限の指定方法
（１）期限設定のパターン
  完全同期化を目指すには､部品別のアローダイアグラムを作成し各アクテイビテイ毎に所要日設定を行うことによって､期限設定をする｡  しかし実務上この展開は無意味で､
組立作業単位とか経験的作業単位にグルーピングして､この単位毎の期限を指定する｡
 部品点数が多い場合､サブ組立単位別に｢パターン｣を作成し期限を設定する｡

モジュール別パターン

サブモジュールが部品N個から構成されているとき､予めこの構成全品の｢作業量パターン｣を作成しておき､主幹品･準主幹品の如く､部品別にスケジューリングするのではなく､対象部品を総合した｢作業パターン｣によって期限設定と負荷把握を行おうとするものである。　この時､パターンのタイプとしては2つ(逆Ｄ型･Ｄ型)ニ分けることが出来る。
                          部品１      部品１  

                              ２          ２
                              ３          ３
                              ・          ・
                              ・          ・
                              ｎ          ｎ
             逆Ｄ型                              　 Ｄ型   
図４－３　パターンのタイプ

表４－１　逆Ｄ型･Ｄ型パターンの比較
	項  目
	逆Ｄ
	Ｄ
	備            考

	ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ
	◯
	◯
	追い上げ･追い下げスケジューリングが共に必要

	同期化管理
	×
	◯
	逆Ｄは全部品がクリティカル､Ｄはクリティカルが一部品

	仕掛かり量
	◯
	×
	逆Ｄは全部品が スラック＝０

	優先度確認
	◯
	△
	逆Ｄは真に必要な時期の表示が可能


（２）期限指定に伴う負荷山積

期限設定が行われた後､その期限を基準として｢負荷平準化｣を行う。フォアワードローデイングは､現時点を基準に逐次ある優先順位に基づいて､負荷を能力一杯までローデイングするものであり､バックワードローデイングでは､これもある優先順位に従ってローデイングするが､フォアワードローデイングとの違いは優先度の高い受注案件から最適期限にて割り付けていくところにある。この結果､受注案件を構成する部品が｢パターン単位｣で日程が変更されるので､この期限をもって実行期限として扱う。

  ①フォアワードローデイング          ②バックワードローデイング
                                          

      Ｃ        Ｄ                           Ａ
                            余力                    Ｂ          余力
           Ｂ                                                              

                                                    Ｃ
         Ａ                                              Ｄ                

 　　  eq \x(  →  ローデイングの方向  )         eq \x(  ローデイングの方向  ←　)
図４－４　バックワード／フォワードローディング

  普通はこれらのスケジューリングを行う前に｢能力無制限ローデイング｣を行い全体能力を設定する｡ ここで設定された｢能力｣が上図にある能力線となる｡
（３）期限設定前の原価低減処理
  何を手配するかについては部品構成表にて明確になっているが､｢何を｣のところに一工夫すると原価低減のチャンスを生み出せる｡作業方法やハードの改善だけでなく､｢管理｣によっても加工工数の低減が可能であるが､どこにおいてもあまりこの処理をシステムに組み込んでいるところは多くない｡ ｢何を｣のところで対応出来る代表的なアプローチは｢集約化｣である｡ 集約の主な内容は
    ・同一形状部品(図番が同じ)

    ・加工作業が同じ(同一設備･同一工具･同一作業基準)

    ・ワークの材質が同じ(切粉･端材の回収管理基準毎で)

    ・作業内容が同じ(同一仕上げ程度･同一設備･特定治具･同一公差)

等があるが､これらの集約を図るベース情報としては｢図面情報･工程設計情報･生産技術情報｣で､これの組合せによって展開する｡

この｢集約｣というニーズに応えると､既に設定されている対象部品の期限情報を再度｢集約｣した上で､新に期限設定を行う必要がある。

4.2.4. 進度管理(工程管理)

  大型個別受注生産の一特徴として挙げたように､生産方式がジョブショップ型であるため､その進度管理はかなり面倒になる｡ 最大の原因は､当該設備の所へ一体何処で作業されたものが来るか受取側から見えないことにある｡

（１）短期的進度管理システムの狙い
  ①作業着手･加工･完了状態等の即時把握によるムダ削減
  ②工程管理者のウォークレスによる省人化(配給者レス･進行者レス)

  ③情報処理のスピード化による計画･管理精度の向上化
  ④予測管理システムによる機会損失の予防化
  ⑤自動配膳システムによる配給者レス化
  ⑥テロテクノロジーによる自動ＳＴメンテナンス化と問題点の顕在化
  ⑦ＤＭＴ(ＤuringＭachiningＴaime)を活用した時間の有効活用
  ⑧オンラインリアルタイムトラッキングによる管理帳表レス化
  ⑨オンラインＰＡＣ(ＰerformanceＡnalysisＣontrol)による能率向上化
  全て､ものには短期的アプローチと長期的アプローチがあり､車の両輪の如く両者共同時に必要であるが､ここには短期的期待を意識した狙いを挙げた｡

（２）狙い実現の為の基本機能とハード
  ①オンラインリアルタイムトラッキング機能
  ②加工状態等の現場でのダイレクト入力機能(ＰＯＰシステム)

  ③リアルタイムコントロール用ワークステーション
  ④マルチ入力情報を受送信するＬＡＮ
  ⑤工程間自動無人搬送車
  ⑥自動倉庫機能(治工具保管棚も含む)

  ⑦自動ジョブアサイン機能
  ⑧リスケジューリングシステム
  ⑨ＰＯＰＳ(Parts Oriented Production System)思想の導入

4.2.5. オンラインリアルタイムでの動態管理
  今まで述べてきた中でも､管理情報の原始データ発生源として重要と思われる｢加工動態把握｣について詳細について述べる｡

（１）ベース要素

表４－２　ベース要素

	要 素 項 目
	内              容

	１
	ジョブアサイン機能
	計画時のマクロ負荷調整後に､この機能で作業の割り付け指示を行いこの情報をベースにトラッキングする

	２
	リアルタイムデータ入力機能
	作業状態をリアルタイムに把握出来るので､それぞれのＡＴ(Actual Taime)の把握が可能

	３
	自動データ処理機能
	データ入力端末より入力されたデータの蓄積･分析を処理をし､先の状態を予測し効果的な対応を図る

	４
	システム作成上の環境整備
	標準化･規準化の促進と目標の明確化が不可欠であると共にシステムの運用管理についても整備する

	５
	その他(コンピユータ等の導入効果)
	導入諸設備の有効活用を図る企画の検討(Ex コンピュータを多目的に活用する事で､効果の積み上げを図る)


（２）データ端末からの入力情報
  必要とする情報はそれぞれの｢場｣によって違うので､ここでは例示的に機械加工職場をベースに取り上げてみる｡

表４－３　データ端末からの入力情報
	入 力 情 報
	内               容

	１
	段取り開始
	(作業の着手時点で入力するもので､作業の準備開始状態で捉える)

	２
	加工開始１
	(第一番目の実加工作業を開始する時点で入力する)

	３
	加工開始２
	(第二番目の実加工作業を開始する時点で入力する)

	４
	切削開始
	(芯出し削りの為の切削を除く実切削(手動･自動共))

	５
	DMT作業(1)
	(加工機より離席せずＤＭＴ作業を行う)

	６
	DMT作業(２)
	(加工機より離れ､他機又はＤＭＴショップで作業をする)

	７
	完了
	(｢完了｣をセットする前に入力された状態の完了)

	８
	組長コール
	(組長を何らかの理由で呼ぶときの入力)

	９
	ﾍﾙﾊﾟｰｺｰﾙ
	(作業遂行上､補助作業者を必要とする時の入力)

	１０
	ｸﾚｰﾝ待ち
	(クレーンのサーヴィスを待つ為の中断)

	１１
	機械故障
	(故障の発生による作業停止)

	１２
	作業配給待
	(着手すべき作業が手配されぬ為の待ち)

	１３
	その他中断
	(上記以外の全ての中断)

	１４
	不良発生
	(不良発生による作業停止の入力)

	１５
	勤務完了
	(その日の勤務が完了し退出すると言う入力)


    （注：１６進コードでとると一桁で表現出来る）

  現場に設置した情報入力端末から上記のような(１～１５)状態情報を入力することで非常に多くの｢管理情報｣を取得出来る｡ここに載せた入力情報はあくまでも一事例であり､実際にはそれぞれの職場において管理したい内容に応じて入力項目を設定しなければならない｡ ここでは上記１５の入力項目でどのような管理が行え､それによってどのような成果を期待できるかを､一つの事例として考えてみる｡
ERPへの警笛を鳴らす。

4.3　 多品種少量生産時代の生産性向上とグループテクノロジー「集約」

4.3.1. グループテクノロジー“集約”という作業が何故必要なのか？（田尻）　

この必要性を検証する為の前提として､これからの生産管理システムに求められる機能を考える上で､期待される機能をシナリオライティング法で検討してみる。

　電機メーカーであるA社では､販売の主力をなす製品が､需要に敏感で市場での需給関係が大きく変動するし､ある程度の”成熟製品化傾向”も見られるため､新製品の開発･立ち上げが完了するまでの経営戦略策定が必要となっていた。

　又､他社との競合関係も大きいが｢安価な海外製品｣との競争も激しくなっており､今後の生き残りを賭けた経営戦略として､第一に｢超短納期供給･在庫ミニマム生産｣を目指すことにした。

　成熟度の高い製品であるため､製品の負荷価値を高める上で｢色々なオプション｣を設け､顧客ニーズにマッチさせ､それなりの成功を一応収めている。

　但し､その結果、①部品点数の増大、②同一製品の製作減少、③管理コストの増大、④部材の仕掛かり増加、等､陰の部分がクローズアップしてきており､これへの対処が早急に求められている。　

　このような状況下で､経営戦略として掲げた｢超短納期生産･在庫ミニマム生産｣を実現するために生産管理機能を具現する為に先ずは､①全部品クリティカルパス状態での組立工程投入ポイントを明確化、②生産にと関連する全リードタイムの実態に則した情報取得、③上記リードタイムのアクテイビテイ別､変動量の把握、④歩留まり･不良率管理から直行率管理への切り替え、⑤平準化生産を行うための”多能工化”を促進，⑥市場までを含めた｢製品の全流動量｣の即時把握化、⑦顧客情報･顧客ニーズ情報の整理、といった実績情報を入手･整備すると共に､これらの情報を今後とも容易･かつ安価に入手できる機能の開発が求められる。

　上記の内容を改めて見たとき｢コストプッシュ要因｣が目白押しで､折角短納期を実現してもコスト競争力が失われ､結果として戦略の効果を期待できない。よって､本戦略を成功させる要因として､｢原価低減機能｣を検討しなければならない。

4.3.2. 集約生産を行うシステム要求機能（田尻）

　ここで考える”集約”を行う目的とは前項で触れたように､顧客満足の視点に立ったビジネスが求められる以上､｢超短納期生産･在庫ミニマム生産｣を実現する必要がある。しかし､原価低減は企業活動としては昔から重要な位置を占めて､どの企業においても継続的･積極的な活動が行われ｢乾いたタオル｣との言葉も出ている。

　しかるに､生産管理システムにあって｢原価低減を支援･促進する生産管理システム｣といううたい文句は余り聞いたことがない。本当に”生産管理システムで”原価低減促進”がはかれるのだろうか？”･･この問に対する一つの回答が”集約”というキーワードである。

（１）集約生産への取組

　これからの生産管理システムが｢完全個別受注型生産｣を支援するものでなければならない､との結論が第一章で述べられているように､この生産形態における生産管理機能として必要な因子は、①計画中心型生産管理機能、②原価低減支援機能、が重要な事であると考える。

　完全個別に受注を行い、かつ生産手配もオーダー別個別手配をおこなうが､個別オーダーの生産日程展開をそれぞれ行った後､あるタイムスパーンでバンドを設定し､そのバンドゾーンにある同一品を”集約”し購買から生産まで１ロット的生産を行おうとするものである。

（２）集 約 の 種 類

　集約の主な内容は
    ・同一形状部品(図番が同じ)

    ・加工作業が同じ(同一設備･同一工具･同一作業基準)

    ・ワークの材質が同じ(切粉･端材の回収管理基準毎で)

    ・作業内容が同じ(同一仕上げ程度･同一設備･特定治具･同一公差)

等があるが､これらの集約を図るベース情報としては｢図面情報･工程設計情報･生産技術情報｣で､これの組合せによって展開する｡
①同一形状部品における集約
    この場合は当然図面が同じ物になるので､図番情報をベースに集約すればよいが､此の集約時点は各部品加工工程レベルでの着手予定日と完成予定日の設定がされた後の時点でなければならない｡(仮期限の設定)　集約可能部品ファイルに纏めてから､必要期限･仕掛･一括購入利益等を評価して集約可能部品グループを編成し｢集約手配項番｣の設定を行う｡
②同一加工作業における集約
    このケースでの集約加工では､必要とする情報が加工の最終情報を使うため､通常期限の設定前には手配できない｡よって､予め｢同一加工可能対象部品組合せリスト｣を作成して置き､そのリストに基づいて集約手配する方法が最も簡便である｡ここでは形状中心の集約ではなく｢作業内容中心｣の集約を行うので､作業方法が確定してからでないと実行出来ない｡もし､このレベルでの集約を自動的に行おうとしたら､部品表発行時点で生産技術データベースとダイレクトにコンタクトしうるシステム構築が不可欠となり､この編集作業に要するコストと集約加工による効果との対比､及びリストテーブル方式との有効性比較を実施して判断することが大切であろう｡この一つの形として､ＮＣ機のスケジュール運転等がある｡
③同一材質における集約
    このケースでは､小日程の実施段階で行えるものであり､計画レベルというよりデスパッチングの範囲として実行したほうが効果的といえる｡但し､そのためには｢ジョブアサイン｣機能を持ったシステム造りが必要であり､情報の｢鮮度｣が要求される｡(ＰＯＰシステムが求められる)ここで期待できる効果は｢ＳＴにおける余裕率の低減｣である｡
④設備特性の活用を図る集約
    加工設備において､同じ様な機能を有していても個々の設備レベルで見るとそれぞれの特徴がある｡よって､その特徴を効果的に活用していく工夫も大切であり､それによって工数低減の期待も出来る｡例えば､ＮＣ機を導入したとして､そのＮＣ機の特性(例えば､５軸同時制御機能を持つとか主軸駆動力が１０ＨＰあるとか､このようなものも含めて)を最も効果的に利用出来る加工工程を持つ部品を積極的に集め加工すれば､当然能率が向上し結果として工数の低減を果たせる､と言ったものである｡ この事例を効率良く行う為には､部品表が展開された時点で特定する設備を対象とした｢専用部品表｣を作成し手配すればよい｡この専用部品表により､調達･加工スケジュール等を､クローズした世界で運用出来る｡
⑤集約生産における問題点
    集約生産による工数低減に代表されるメリットは確かに大きなものがあるが､反面デメリットもあるのでこの点についても十分認識しておくことが大切である｡ 集約生産を行う上での問題点は
    ・完成部品使用時(組立等での)の手配項番分割等の事務処理が増える
    ・不良発生時に項番分割する際のＳＴ訂正や帳表再発行
    ・長時間加工が多い設備での､設備占有時間増大に伴うネック化
    ・合わせ加工を要する部品の同期化問題
    ・集約手配された中から､引き当てされた部品のコスト評価(仕掛費･倉敷費etc）
    ・個別原価計算方式下での､不良や仕掛並びに一般管理費等の計上方法
    ・工場一括仕損費計上原価勘定区分設置の是非
  その他､｢集約生産｣をサポートする諸々なシステム(タスクレベル)の開発が必要となるといった事もある｡ この取り巻きシステムの中でも､特に重要なタスクとして挙げられるものがスケジューリングシステムといえよう｡
4.4　 引当管理としての座席予約

4.4.1. APSによる混合生産の適用（西岡）

見込み生産から、顧客からの内示情報をもとにした生産形態へ以降するためには、APSによる混合生産の枠組みが有効となる。混合生産では、詳細なスケジューリングの中で、確定オーダに対応した作業と、内示オーダに対応した作業と、見込みオーダとして独自に生成した作業などが混在し、それらが再スケジューリングの都度ダイナミックに入れ替えられていく。

図４－５は、従来から行われている在庫をベースとした引き当て管理である。この在庫引き当てポイントは、業種や企業の管理形態によって異なり、デカップリングポイントと呼ぶ。デカップリングポイントが、下流にあればあるほど、その生産形態は見込み生産となり、上流に移行するほど受注生産に近い形態となる。このような従来的な引き当て管理の最大の問題点は、在庫という引き当て対象が、実はフローの一側面でしかなく、引き当てたつもりの在庫がその後に最終製品としてきちんと予定通り完成する保証がないことである。これを防ぐためには、精度の高いロットトレースのための設備投資が必要となる。また、在庫引き当てポイントからのリードタイムはほぼ一定であるため、突発オーダへの対応や、引き当てポイントに在庫がない場合の納期回答などが困難となる。
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図４－５　従来的な引き当て管理
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図４－６　APSによる引き当て管理

一方、図４－６に示すように、APSによる引き当て管理では、在庫すなわちストックにオーダを引き当てるのではなく、スケジュールつまりフローにオーダを引き当てる。ストックは目に見えるため、管理の内容をイメージしやすいが、フローはその全体をイメージすることが困難であり、スケジューラなどのITツールが必要となる。しかし、ストックからフローによる管理に移行することで、各企業ごとに在庫引き当てポイントを固定する必要がなくなり、さまざまな顧客の要求リードタイムに対応できる。

したがって、APSによる引き当て管理では、計画投入の管理さえしっかり行えばよく、オーダ引き当てによる生産現場の混乱が減り、納期回答などが非常に柔軟に行えるようになる。このよう生産管理の方法は、図４－２のように、あるラインに見込みロットと確定ロットが混在しているため、確定・見込み混合生産（単に混合生産）と呼ばれる。

4.4.2. 引当管理としての座席予約（古澤）

引当管理とはある製品や工場設備の稼動といったものが、どの顧客のためのものなのかを明確に管理（紐付け、ペギング）していくことを意味している。それに対して、従来の作れば売れた時代すなわち注文に対して在庫対応が基本であったころの引当管理といえば、倉庫に眠っている在庫に対して顧客からの注文伝票を貼り付けていくことであった。今工場で作っているものが誰のためのものなのかといったことは受注生産を行っていない限りは特に関係無かったのである。

しかしながら、現在のような需要変化が益々激しくなりデフレ傾向もあるような環境においては、在庫対応が中心の旧来の見込生産形態では売れ残りといった在庫リスクを高めてしまうことは言うまでも無い。また受注生産形態においても競争上の理由などから今後、更なる短納期や仕様変更といった要求に対してスムーズにかつスピーディに対応し、また加えて正確な納期を即答していかなければいけない。すなわち「つくる」ことと「売る」をスムーズに、スピーディに連結し管理していくために、引当管理に関する概念とそれを実現する要素技術を検討する必要があるのだ。

現在のような環境に対応するための引当管理を実現する概念の一つとして「座席予約型生産」が挙げられる。座席予約型生産とは「生産座席」という共通言語を用いて販売部門と生産部門との連携を中心としたコミュニケーションを円滑に図っていくことで、製造業が全体最適を目指すための仕組みである。

座席予約型生産とは列車や航空機における指定席等の座席予約システムに似ていることからそう呼ばれている。列車で予約するのは実際に人がすわる座席であるが、座席予約型生産では「生産座席」というものを予約、すなわち引当していく。この「生産座席」とは具体的には製品や原材料、その生産能力といったものが相当することになる。一般的に列車など座席予約システムの場合、事前に作成された運行スケジュールに基づき、その範囲内で座席の予約を受け付けていく。それと同様に座席予約型生産では、事前に作成された生産スケジュールに基づいて生産座席数を一定のタイムバケット毎にまとめた「生産座席表」を作成する。そして顧客への営業活動を行う販売員が顧客からの注文に応じて携帯端末等からオンラインで生産座席表にアクセスし、適当な生産座席を予約することで納期を回答する。そして計画対象期間になると生産座席表上の予約情報に基づいて実際の生産指示が生産現場へ出されていくのだ。

このような座席予約型生産の概念図を図４－３に示す。図４－３から座席予約型生産では生産座席表上の生産座席を介して情報の伝達を行っていることがわかる。これにより生産現場側は売れ筋などの需要傾向等に関する情報を、販売員側は顧客サービスへと繋がるような情報をすばやく得ることができる。


図４－７　座席予約型生産システムの概念図

当たり前のことであるが、生産座席表の情報により営業が顧客へ納期を回答し納品契約することになるので、生産座席表の内容は常に保証されるものでなくてはならない。すなわち、生産座席表を構成している生産現場のスケジュールが詳細に作成されて、常に実行可能性を保証されていなければならないということである。このことは非常に重要なことであり、またAPSが持つ機能により解決可能である。

それがAPSの資源制約と資材制約の同時考慮を行い、スケジュールを作成できるという機能である。これは引当管理を行う上で非常に有効な機能で、座席予約時に対象となるネック工程の確保だけではなく必要資材などの原材料の確保をも可能にすることを示している。これにより顧客からの注文を受けると同時に原材料、工場設備、稼動などを引当することができる。要するに、ほとんどのムダを省き、常時本当に必要な分だけを購入し、動かし、つくり、完成したらすぐに出荷といった生産体制をとることも夢物語ではない。

しかし、このように顧客の注文をスケジュールレベルにまで落とし込んで引当していくということは、逆に注文内容や製品仕様といったものが変更されると直接工場のスケジュールそのものを変更しなければならない状況を招きやすいことは簡単に想像できるだろう。現代のような綿密に計画されたスケジュールで稼動している工場ではなかなか人手でそれを調整しようとするのは無理がある。また管理上でも情報化が進む中では、現場とコンピュータの情報の整合性をとるという本末転倒な作業を生みかねない。

そこで、こういった問題に対してはAPSの柔軟な再スケジューリング機能が役に立つのだ。座席予約型生産では常に市場ニーズに適した生産座席で構成される生産座席表を用意するために生産座席表を更新していく必要がある。そのためには生産座席表の基となっている生産スケジュールを更新する、すなわち再スケジューリングを行う必要があるのだ。このとき、納期確約をした予約、引当済みの工程などは基本的に動かさずにスケジュールを立て直すことになる。

以上のように引当管理としての座席予約の有効性を紹介してきたが、座席予約型生産を行うことのメリットはもちろんこれだけにはとどまらない。APSとの連携から生まれる相乗効果を生かしたシステムを構築することで、より柔軟に市場変化へ対応できる強い体制作りが可能となるはずである。

4.4.3. 座席予約システムとAPSの仕組み（山田）

生産座席予約システムは、営業と製造の生産水準と引当て状況を一覧性のある表をもって可視化することで、実需給のバランスをとることを目的としており、営業と製造の間のコミュニケーション層において活躍するものである。

システムの概要は次のようになる。まず製造が基準生産日程（MPS）を立てることによって、ロットの製造完了予定日と数量が決まる。座席表を作成した段階でこれらは営業が引当可能なロットとなる。
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図４－８　生産座席表の作成

すなわち、どんなシリーズやどんなラインで製造されているものが、納期に何個間に合うのかを照会することが可能になるのである。一方、製造サイドは、この段階の画面を見て引当状況を一覧で知ることにより実需要に合わせて、生産量を変えたり、ロットを他の生産財に振り分けたりすることができるのである。

このように、座席予約の仕組みを使うことで、計画に引当てを行うことが可能になるのである。
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図４－８　座席予約とスケジューラによる受注引き当ての仕組み

ところで、そもそも引き合いに対して未引当てのロットがない場合は、計画ロットを生成し、再スケジューリングを直ちに行う必要がある。すなわち、工場として製造可能かどうかのシミュレーションをするというスケジューラの役割も必要となる。そのシミュレーションにおいてロットとロット間の工程能力の調整を行い、納期や数量を計算している。
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図４－９　工場内のスケジュール最適化

これらコミュニケーション層とシミュレーション層によって立てられた計画は、再度スケジューラにより工場の能力を最適化し、それによって工程指示を行うことになる。これらのデータは、メインフレームや既存の工程管理を行っているアクション層のシステムに輸送され、実行される。スケジュールの再計算には常に実積データが必要で、アクション層からはMESやSCADAを伝わって実積データが収集される。

これらの新しい生産管理の考え方が、MRPとはどのように違うのであろうか。それは、MRPは在庫を中心において引当を考えていることである。中間在庫をおいた時にその中で引当て可能なものを計算するため、ロットの工場間で流れている生産推移を一覧性をもって把握することはできない。すなわちある中間在庫という状態しか管理できないところにMRPの欠陥があるのである。もちろん、大量生産で、充分に需要が大きい場合にはこれでも充分であるが、現代のようにデフレ経営環境においては、小ロット化し、需給のバランスをとるときにはMRPは力を持たないのである。

4.5　 顧客参画型の段階的仕様決定管理（手島）
4.5.1. 多仕様化と仕様決定の困難

　製造ビジネスにおいて現在最も取り扱いにくい問題の一つが仕様決定と仕様変更である。仕様が確定していて、お客様から注文の注文を待って作り始めることを許されるなら、製造ビジネスはそれほど難しい仕事ではない。しかし、現実はそれほど容易でない。材料を用意していても、それを加工し部品を作るところから始めるようでは、客様の求める時期に製品を完成することは困難である。もしも、材料の購入も顧客注文に基づいて開始するなら、お客様はあきれて立ち去るに違いない。

　お客様が立ち去らない内にお客様の求める仕様の製品を納めることができなければ、製造ビジネスは成り立たない。そこで仕様決定問題が浮上する。

　これまでのスケジューリング技術はすべて製品仕様が確定しているものとして考案・整備されてきた。仕様の変更は「外乱」と見なされ、外乱を防ぐ様々な工夫が考案された。しかし、お客様が製品仕様を一時点ですべて確定できると言う考え方自体に疑問がある。例えば、規格大量生産品の典型と見なされる台所の洗剤を取り上げてみよう。生食野菜用洗剤と油もので汚れた調理器具を洗う洗剤は異なる成分でなければ役に立たない。焦げ付いた鍋を洗おうとするとさらに強力な洗剤が必要になる。しかし、あまりに強力な洗剤を使うと手が荒れてしまう。手袋を使うと、微妙な汚れに気付かず形が複雑な食器に汚れが残りやすい。お客様がアレルギー体質であると、洗剤の成分を変える必要があるかもしれない。一見すると同じ機能のように見えても、用途や使用条件によって顧客様の求める機能が異なり、提供すべき製品仕様が異なる。

　従来の規格品大量生産ビジネスではＴ型フォードのように顧客の好みや用途を無視して、作る側が製品仕様を決定してきた。それでは顧客満足の水準が低くなるので、顧客が選択できるよう多仕様化を図った日本企業が少なくない。しかし、作る側が決める多仕様化では販売量の見込み違いが発生しやすい。

この問題を解決するために、オプション部品を用意するとか、幾つかの仕様の異なるユニット部品を用意しそれらを組み立てるなど、製品構造上の工夫を多くの企業が加えている。しかし、それでも顧客の要望を十分には満たせない。

　これに対して顧客の要望に基づいて製品を設計し、材料加工から始める「個別受注生産」あるいは「プロジェクト型生産」と呼ばれるビジネス形態がある。この形態のビジネスでも現在では納期条件が厳しくなり、注文が決まる前に材料加工や部品調達を先行して開始しないと、短納期競争に負けてしまう恐れがある。また、注文が決まった後でもかなり頻繁に仕様変更が発生し、せっかく作り込んだ部品や製品を部分的ではあるが作り直さなければならない事態になる。

　これをお客様の「わがまま」と突き放すのでは、お客様に逃げられてしまう。お客様がなぜ仕様を一度にまとめて決めきれないか、その原因を考えてみる必要がある。

4.5.2. 製品機能と用途・使用条件に関する考察

　一般にお客様が求める機能と、企業がお客様に提供しようとする製品の機能の間にはギャップがある。

単独企業が提供する製品だけでは製品が機能を果たせないことも多い。例えば、普通の車はガソリンがなければ走らない。ガソリンの補給が困難な僻地では馬や駱駝のほうが適している。お客様の求める機能と用途や使用条件に照らして製品仕様を見直す必要がある。

　お客様が必ずしも製品の機能や用途を理解していない製品分野がかなりある。お客様の行いたい活動や求める機能を聞き出し、自社の提供可能な製品機能を提案・説明し、お客様が用途や使用条件を考察できるように支援する必要がある。単に自社製品だけでなく、上記のガソリンのような併用する製品についても提案と説明が必須である。

製品に対するお客様の理解が次第に進み、はじめに考えた用途・使用条件が変ることも珍しくない。むしろ、顧客の成長に応じて用途・使用条件が変化すると考える方が自然である。しばしばお客様はメーカーが予期しない用途や使用条件を見つけ出す。そのすべてに対応できる製品を設計することは困難であり、また無駄が多い。製品仕様を決めるとき、どのような用途・使用条件を満たそうとするか、マーケティング上の戦略的考察が必須である。また、お客様の成長にしたがって用途・使用条件を変更・拡張できるよう、製品構造に配慮することが望ましい。そうなると、製品にすべてを組み込むのでなく、後でお客様あるいはサービスエンジニアの手で製品仕様を変更・拡張できるなら、顧客満足度は高まるであろう。 　

　メーカー側としては予期せぬ用途・使用条件において製品を使用しないよう、お客様に明確に示す必要がある。また、危険な用途・使用条件においては製品側から傾向を発するよう製品仕様に配慮を加えておく必要がある。例えば、湯沸かしポットやお風呂の空だきを防ぐ補助機能などがその例である。

　お客様の要求とは別に、製品を作る側の工夫として、用途・使用条件を整理し、幾つかの用途・使用条件の組合せによって顧客満足を得る製品仕様を決められるよう、製品構造に工夫を加えることができる。むしろ、メーカーは新しい機能の新製品を開発した後で、お客様の求める用途や使用条件に気付き製品構造に改良を加える。多くのお客様の用途や使用条件に合う製品仕様が決まるとヒット商品となり、満たせないと失敗商品となる。発売後しばらくヒットしなくても、お客様の求める用途・使用条件を模索し、段階的に改良を進めると、かなり高い確率でヒットする。しかし、競合他社はその製品を模倣し、それ以上の改良を加えて追い上げてくる。そうなると製品改良競争になり、スピードが遅い企業は落ちこぼれる傾向がある。

　顧客の成長と製品の成熟に応じて用途・使用条件のカテゴリーが増加する傾向がある。同じカテゴリーの中でも用途・使用条件の種類（用途･使用条件値）が増加する傾向がある。しかし、むやみに増加するものではない。顧客は製品構造の中で頻繁に使用する部分について使用経験を蓄積し、独自の使い方を身に付ける。その結果として幾つかのバリエーションが生じるであろう。しかし、習熟した部分について仕様が大幅に変ることは好まない。

　製品改良の過程で、製品構造と製造法に関する類似性が生じ、これらを整理すると2章の「待ち伏せ生産」の項で述べたような構造を持つ技術データが蓄積される。このデータを再利用して仕様決定管理の仕組みを構築しよう。

4.5.3. ビジネスモデルとしての仕様決定管理

　仕様を決める方法をMASPアソシエーションが提示している（MASPコンソーシアム、１９９８）。

お客様から引合いがきたとき、製品の機能と仕様および、主要な用途・使用条件を提示することが肝要である。このことは斬新な新製品開発でも同様である。複数ある用途・使用条件カテゴリーのすべてについて、値を決定しなければならないケースは稀である。お客様の希望する納期を満たすために、作り手側が要する期間を考慮して、早く加工に着手すべき用途・使用条件カテゴリーから順に、段階的に仕様を決めれば十分である。

そのためには製品構造と製造方法に関する技術データを統合し、どの部品あるいはどの加工方法がどの用途・使用条件に対応するものであるか、明示しておく必要がある（手島、黒須、河野、２００１）。

　お客様との商談において、受注できる確度が高いあるいは、受注確度を高めたい場合に、見込みで先行生産手配した生産オーダーに、顧客の注文を仮に引当てておく（座席予約）。この生産オーダーを他の確定した生産オーダーと併せて生産スケジューリングする。このとき、まだ決まっていない用途・使用条件カテゴリーについては、ディフォールト値を使用して、概算の加工着手日を算出する。

　お客様に、用途・使用条件カテゴリー毎に仕様を決めて欲しい日を提示し、その日までに仕様を決定するよう依頼する。また、その用途･使用条件カテゴリーに用意された製品仕様（あるいは部品使用）を理解してもらうために、写真や実物を見てもらうのもよいことである。仕様を決めきれないお客様に、納期と仕様決定の関係を明確に示し、仕様決定が遅れた場合は納期あるいは費用に関してどのような影響が及ぶか理解してもらうことが望ましい。

　仕様が決まらず、納期が繰り下げられた場合、仕様がほぼ同じで納期が間に合う未引当の見込み生産オーダーが他にあれば、この顧客に対する引当を解除し、他の急ぎの顧客注文のためにこの生産オーダーを回しても構わない。これは資金を早く回収するための方策である。この引当て変更によって生産オーダーに対する若干の仕様変更が発生することがある。そのとき、実行可能性と発生費用をスケジューラーによって解析･確認することが極めて望ましい。

　仕様に関して、顧客が決めるまで受け身で待つことは妥当でない。製造部門は特定の仕様を作り込む工程に着手する前に、顧客に仕様決定するよう働き掛ける必要がある。場合によっては顧客に工場まできてもらい、実際に現物を見てもらうのも有効である。工場が顧客にとって一種のショールームとなり、顧客が要望を述べると、現場のエンジニアがそれに応じて製品仕様を作り込むことができるなら理想的である。実際、高級乗用車が最終組立ラインに入る日をお客様に予告し、組立工程の見学を案内しているメーカーがある。

4.6　 開発リードタイム短縮のための設計管理とプロジェクト管理（藤川）

製造業においては質的な企業価値を増大させる最も重要な業務が製品開発といえる。製品開発は製造業のビジネスモデルにおいて源流に位置する。設計管理は設計プロセスチェーンの中で個々の設計工程での技術情報の入力・処理・出力の作業と成果物を管理する。また、プロジェクト管理は所与の設計期間の中で所与の設計資源（設計者等の人的資源と設備等の物的資源）を使って設計プロセスチェーンの作業を進めていくための設計日程とコストを管理する。

与えられた企業競争条件の中で生産活動を円滑に進めていくためには、源流の設計管理とプロジェクト管理を生産計画に連結させ、設計と生産のプロセスチェーンを連結する必要がある。

4.6.1. 設計管理

設計プロセスチェーンは、下図に示すように、製品設計プロセス（製品企画～技術品表作成）と生産技術プロセス（製造手順～量産試作）から構成される。多くの製造業の設計プロセスチェーンは図に示すAS-ISモデルを踏襲しているが、経営からのTime to Marketの短縮要求を受けて設計プロセスチェーンの革新に取り組む企業が増えてきた。これらの企業では、図に示すTO-BEモデルの設計プロセスチェーンに変革して製品設計プロセスと生産技術プロセスを同時進行させ、さらには設計プロセスで製品機能の解析とデジタル試作による生産シミュレーションを通じて製品設計、生産技術、製造、営業と顧客などの関係者が設計検証を共同で行い、十分に情報共有することで製造し易い設計を実現してリードタイムの大幅短縮を実現している。

このようなTO-BEモデルの設計プロセスチェーンに変革するためには、従来に増して設計管理の徹底と情報システム化が企業に要求される。

図４－１０　設計管理のフロー

設計管理はプロダクト情報とプロセス情報の両面から同時に管理しなければならない。これは、プロダクト情報の変化（たとえば、部品表の修正）がプロセスの行動に影響を与え、プロセスの行動結果としてプロダクト情報をさらに変化させるというプロダクトとプロセスの相互依存性があるためである。このために、設計管理は、下図に示すように、プロセス・プロダクト統合ビヘイビアモデルとして静的ではなく動的に設計情報を管理しなければならない。


図４－１１　設計プロセスマネジメント

製品設計プロセスにおける設計管理は製品の部品構成表あるいは部品表と呼ばれる設計情報構造を持つ。製品企画工程で既に製品を構成する中核部品の情報は部品表の形式で作成し管理される。この設計情報を基に設計者はCADシステム等を使って基本設計～詳細設計を行い、下図のようなCADファイル構成中心の設計部品表をWIP（仕掛かり中の作業）情報として作成している。

図４－１２　ＣＡＤファイル構成中心の設計部品表

製品設計プロセスの最終成果物の中核は、下図に示すような技術部品表(E-BOM)である。製品ごとに構成しているASSY（組立）部品や最終部品をフルペギング形式で部品表形式にて表現し、設計情報をこの技術部品表から入庫、出庫、参照、修正などの製品設計業務を行っている。このため、技術部品表は最重要な技術情報として製造業では扱われ、後工程の生産技術プロセスは技術部品表から各種の生産技術情報を変換して作成しているのが実状である。

図４－１３　製品設計プロセスの最終成果物

次の工程である生産技術プロセスは、技術部品表の個々のプロダクト情報を生産工程へ変換し、生産工程順序表を最終的に作成する業務が中心である。

図４－１４　生産技術プロセス

設計管理が対象とする業務は、製品設計プロセスではプロダクト情報（具体的には技術部品表）の入庫、出庫、作成、修正の業務に伴う情報管理が主体であり、生産技術プロセスではプロダクト・プロセス変換（具体的には技術部品表から生産工程順序表への変換）に伴う情報管理が主体となる。したがって、設計管理をシステム化する場合はプロセス・プロダクト統合ビヘイビアモデルを参照する必要があり、下図に示すように、統合データベースとして技術部品表に生産工程情報を統合したエンジニアードプロダクトモデルの構造を持つべきである。

図４－１５　エンジニアードプロダクトモデル

4.6.2. プロジェクト管理
設計プロセスチェーンの情報構造はプロセス・プロダクト統合ビヘイビアモデルに従うが、実際の製品の設計行為はプロジェクト組織でもって所定の期間と予算で実行される。したがって、下図に示すように、設計プロセスチェーンでのプロジェクト管理はプロセス・プロダクト統合のコラボレーション作業環境での日程管理とコスト管理を行う。

図４－１６　プロセス・プロダクト統合のコラボレーション

プロセス・プロダクト統合のコラボレーション作業環境でのプロジェクト管理は短期間で設計プロセスチェーンを廻すために、情報システムで支援される必要がある。プロジェクト管理の中核的情報は設計日程表であり、下図に示すように、この設計日程表情報とプロダクト情報が統合されて設計者等に表示されて、作業を日程表通りに進行させる。


図４－１７　コラボレーション作業環境でのプロジェクト管理

日本の製造業は、プラントエンジニアリング業界や建設業界と異なり、従来はプロジェクト管理を大規模に、かつ情報システム化して使いこなしていなかった。設計・生産のリードタイム短縮とコスト削減が強く経営から要求されている現在は、生産計画と連動した設計日程管理を厳密に行う組織運営に自己変革することが必要である。そのための情報システム化案を下図に示す。

図４－１８　自己変革組織のための情報システム

4.6.3. 製品開発と結合したAPS（藤川）

調達・生産プロセスの中核情報である生産計画は、源流の製品設計プロセスから出力される設計情報およびその後の設計変更から出力される設計情報を、生産技術プロセスでプロセスプロダクト変換を受けて生産工程順序別に生産技術情報を入力として作成される。したがって、短納期生産を要求されている現在の製造業は生産計画をAPSシステム化しても、APSへの生産技術情報の入力タイミングが現状のまま（つまり遅い）であれば生産リードタイムの短縮は実現されない。

このため、設計プロセスチェーン（製品設計プロセスと生産技術プロセス）の出力情報をいかに早く生産計画に入力するかが生産納期短縮のために要求されている。それゆえに製品開発と直結したAPSが調達・生産部門と製品設計・生産技術部門の両者にまたがって使われる必要がでてくる。

製品開発を担当する製品設計・生産技術部門の日程管理は、4.6.2　プロジェクト管理で述べたように、システム化して生産計画のように緻密には実行されていない。現状の生産日程管理は、下図に示すように、ガントチャート中心の粗いレベルである。使われている管理ツールとしては紙ベースのガントチャート図が多く、システム化もまだMS-ProjectをPC上で使っている段階である。一部企業はワークフローシステムを導入しているが、欧米と異なって日本では効果が出ているとは言えない状況である。これは、設計計画（設計日程表）が設計部門内に限定されて、下流の生産計画と連結されていないためである。

日程情報と進捗情報を設計部門と生産技術部門、購買・生産部門を共有するようになると、APSと直結した設計計画システムが必要となる。


図４－１９　APSと直結した設計計画システム

したがって、製品開発とAPSを結びつけるためには、まず設計プロセスチェーンの日程計画と進捗管理の機能を設計計画（設計日程表）システムとしてシステム化し、APSへフロント・モジュールとして付加する必要がある。設計者・生産技術者等は、下図に示すような設計計画（設計日程表）システムを使って、下流工程の調達・生産部門の関係者ともコラボレーション設計を進めていく。

図４－２０　コラボレーション設計

生産計画に入力する基本情報である工程部品表と生産工程順序表は、現状ではまだAPSへはシームレスにデータが流れていない。APSも含めて生産管理システムへはデータを手動で再入力している企業が多い。したがって、4.6.1　設計管理で述べた技術部品表に生産工程情報を統合したエンジニアードプロダクトモデルの構造を持つPDM（Product Data System）システムの導入を図り、下図に示すように、APSシステムとシステム連結させて工程部品表と生産工程順序表等の技術情報を生産技術プロセスから電子データの形式で二度入力なしでデータ入力できる仕組みの構築が重要となる。

図４－２１　APSシステムとシステム連結

4.7　 製造業にキャッシュフローを持ち込む方法（船木）

ＡＰＳは言うまでもなく、管理（ＰＤＣＡ）サイクルにおける計画（Ｐ）の段階に寄与するものであるが、それに基づいた実行結果は常に何らかの評価指標によって評価され、次の計画にフィードバックされるべきである。
　しかしここに来て、製造業を取り巻く激しいビジネス環境の変化は業績評価の方法に変革を求めている。特に、顧客ニーズが多様化し、製品ライフサイクルの短期化が進む現在では、迅速で正確な意思決定のための判断基準として、原価計算や業績評価の方法を場合に応じて適切に使い分けする必要が出てきている。ここでは、従来からの原価計算に対して、今後どのような方法で業績評価がなされるべきか、その方向性を示す。

4.7.1. コストベースの業績評価

従来から、製造業における原価計算は、製造直接費や間接費、各種経費などの費目別に発生したコストを集計し、部門別集計、製品別配賦を施すことにより、事業や製品の原価を求め、業績の評価に用いてきた。特に、製品原価を求める際には、コストの集計においては、生産量（または操業度）に応じて変動しうる変動費部分と、それに関係なく固定的に発生する固定費部分とを明確に分離し、ある配賦基準によって固定費を製品ごとに割りかけるということが必要であった。安定的市場において、見込みによる大量生産が続いた時代には、このような集計と配賦に基づく原価計算が機能し、あるレベルで正確な原価の把握、業績の評価が可能であったと言える。実際の原価計算では、集計、配賦の単位や手順によって、個別原価計算や総合原価計算などの方法が取られている。

しかし、ある期間における生産プロダクトミクスを決定する場合や、内外作割合の決定をする場合などのように、製造間接費などの固定費が変わらない範囲で収益性を評価する場合には、固定費を製品に配賦して含めた原価計算では、適切な評価ができない。そこで、このようなオペレーションレベルでの意思決定のために考案された原価計算方法として直接原価計算がある。直接原価計算では、コスト部分として変動的な製造コストのみを考慮し、製品価格から変動的コストを差し引いた限界利益（または貢献利益）に基づいて収益性を評価すべきとしている。意思決定結果によって固定費部分が変わらない限り、直接原価計算は適切な方法であると言える。なお、ＴＯＣ（Theory of Constraints）において業績評価指標として採用されているスループットレートも、直接原価計算と同様な問題認識に基づいて提案されているものであるが、ＴＯＣのスループットレートは製造プロセスのパフォーマンスに着目し、パフォーマンスを発揮する上で制約となる工程（ボトルネック）での単位時間当たりスループットに換算するという点がポイントである。スループットレートを評価関数に取れば、製造プロセスのパフォーマンスを最大化する意思決定が可能となる。

　一方、意思決定の対象期間がやや長く、間接業務プロセスも評価対象に、業務プロセス全体のコスト発生状況を把握したい場合の方法としてＡＢＣ（Activity-based Costing）が提案されている。通常の原価計算では、間接部門のコストの多くは固定費として扱われ、製品原価を求める際には生産量や操業度などの基準を用いて製品に配賦される。しかし、この方法では、製品原価の計算結果に、間接業務と製品との帰属関係が正しく反映されず、しばしば間違った評価につながるという問題が指摘された。そこで、ＡＢＣでは、少なくとも論理的に関係づけられる間接業務と製品との関係を捉え、間接費を関係する製品にひもづけるようにする。ここでは詳しく述べないが、具体的には、アクティビティとコストドライバーという概念を用いて論理的に間接費を配賦する。

　以上のように、コストベースの評価方法は、原価計算をベースにその目的や用途に応じたバリエーションが提案されてきている。これに対し、現在のビジネス環境の変化は激しく、顧客ニーズの変化や製品ライフサイクルの短期化に代表されるような変化のスピードに対応すべく、さらに進化した業績評価方法が求められているように感じられる。以下にその方向性について概説する。

4.7.2. 固定費から変動費へ

先に述べたように、従来の原価計算においては、コストの集計、配賦の過程において、変動費部分と固定費部分を明確に分けることが求められる。しかし、コストが固定的か変動的かという問題は、コストを集計する対象期間によって決まる相対的な区分であり、本来的には、業績評価や意思決定の目的と対象期間に応じて区分を変えるべきである。

特に、昨今のような市場変化が激しい状況では、従来固定費として捉えられてきた費目が変動的になっているような例が散見されつつあり、原価計算においてはこのような変化を考慮しなければならない。固定費が変動費化している例には以下のようなものがある。

（１）直接労務費の変動費化

需要の変動により、生産量が週や月の単位で大きく変動するような場合には、製造ラインで働く直接作業員の数も柔軟に変えられるようにしなければならない。このような変動に対応すべく、多くの製造現場では、硬直的なコンベアラインを廃し、生産量に応じて柔軟に増減できるセル生産職場（または屋台職場）を導入し、直接作業員の配置も変化が激しくなっている。また、期間工やパート職員を活用した直接作業員数の増減も比較的柔軟に行うことも多くなってきている。このような状況では、直接労務費も生産量に応じて増減するので、期を通じた固定費として扱うよりは、変動費として扱う方が妥当である。

（２）製造設備費の変動費化

通常、製造設備は、購入後は固定資産として扱われるので、投資時点での費用計上をせず、一定期間をかけて減価償却費として計上される。しかし、最近では、過剰資産を保有するリスクを嫌い、製造設備をリースでまかなおうとする企業が出てきている。このような場合には、減価償却費の代わりにリース費用が計上されるが、生産量の増減に応じてリース設備の増減も行われるのでリース費用の発生は変動的である。

（３）営業人件費の変動費化

従来のようなマスプロダクションの時代から、多様なニーズに応えるマスカスタマイゼーションの時代に移るにつれ、営業活動から仕様決定、製造、受注、出荷までの一連のサイクルをより連携させ、顧客（または顧客セグメント）ごとのビジネスユニットを形成して業務遂行する例が増えてきている。このような状況では、ビジネスユニットごとの販売規模（ひいては生産規模）に応じた人員配置、増減が行われるので、従来固定費として扱われてきた販売管理関係のコスト、特に営業人件費も生産規模に連動する変動費として捉える必要が出てきている。

以上のように、従来は固定費として一括集計し、生産量や操業度に応じて製品に配賦されたコストも、市場変化に追随する柔軟な事業体制を構築した結果、変動的に扱うべき割合が増えてきていると言える。ただし、それらは従来の変動費のように製品生産量に比例して増減する単純な変動費ではなく、多面的なパラメータに応じて変わる変動費であり、場合に応じた適切な扱いが必要とされている。

図４－２２　原価にしめる固定費と変動費の割合の変化

一般的に言って、ビジネス環境が激しくなるにつれ、原価にしめる変動費の割合は増加する傾向にあると考えられる。誤解を恐れずにおおまかな方向性を示すために、ビジネス環境の変化の激しさを製品ライフサイクルの長さで表せるとして、製品ライフサイクルの長さと原価にしめる固定費と変動費の割合の傾向を表すと図４－２２のようになるだろう。コスト集計期間に比して製品ライフサイクルが短くなればなるほど、従来固定的に扱われてきた費目が変動費として扱われなければならないということを示している。

4.7.3. コストからキャッシュフローベースの評価へ

コストベースの業績評価は、ある特定の期間を対象にコストを集計して評価するという前提に立っている。そして、企業としての業績評価をする限り、異なる製品群で部分的に発生しているコストであっても、全てのコストは横並びで集計され、ある基準の下で配賦される。図４－２３は、事業活動を通じて実際に発生しているキャッシュフローに対し、コストが集計され変換されるイメージを示している。このような原価計算体系は、ある一定期間ごとに全事業横並びで意思決定または戦略立案されるような場合には有効である。


図４－２３　一定期間ごとのコスト集計
しかし、昨今のような激しい市場環境において、多様なニーズや短い製品ライフサイクルに対応するためには、一企業内であっても顧客セグメントや製品群ごとの事業活動はプロジェクト的になり、製品の開発、試作、量産から製品廃止に至るまでの一連のサイクルを一つのまとまりとして見た業績評価が重要になってくる（２．４節参照）。このような環境では、期間を区切って集計したコストベースの評価よりも、事業活動に応じて生じたキャッシュのインとアウトを把握し、全サイクルを通じてキャッシュの回収がなされているかに評価の基軸を移すことが有効であると考える。図４－２４は、プロジェクトごとに生じるキャッシュフローを把握するイメージを示している。事業活動がプロジェクト的に行われるとは言え、一企業である限りは、実際には共通的に発生するコストがあるので、図ではプロジェクトごとのキャッシュフローに加え、共通的なコストを把握することが必要であることを示している。今後は、従来からのコストベースの業績評価に加え、プロジェクトを意識したキャッシュフローによる業績評価も行うべきであると考える。

事業活動がプロジェクト的になると、４．６．３に示したように、ＡＰＳは製品開発プロセスと直結せざるを得なくなる。それにより、製品開発から納入までのリードタイムが短縮し、プロジェクト全体としての投資に対する回収が早まるので、キャッシュフローを改善することが期待される。

図４－２４　プロジェクト別キャッシュフローベースの評価
　第5章　 APSによる問題解決

APSにおける問題解決には、PSLXによるデータ標準化が不可欠であり、その利用により、設計現場と製造現場のみならずサプライチェーン上での計画連携を可能にし、製造業の真の全体最適を実現させることが可能となる。

5.1　 APSの目指すゴール（西岡）

製造業がおかれた現状の課題や、利用可能なさまざまな個々の技術を背景として、APSという概念または手法が何を目指し、何を可能にするのかについてまとめる。ＡＰＳのゴールは、環境の変化に俊敏に対応できるしくみをつくること、リードタイムを極限まで短縮すること、生産現場の活動を利益に結びつけること、設計部門と製造部門とをシームレスにつなぐこと、そして、サプライチェーンの中での協調生産を可能にすることである。

5.1.1. 変化に俊敏に対応できるしくみをつくる

例えば、ここで、すでに指示したオーダーの内容が一部変更になった場合を考えてみよう。指示したのは３日前のことであるとすると、もしかしたら変更の指示が間に合うかも知れないし、だめかも知れない。結局は誰かが生産現場を走りまわることになる。生産現場の職長であっても、いまどこで何を作っているかは分からない場合がほとんどなのだ。もし仮に、担当者の誰かが、ある程度の状況を正確に把握していたとしても、新たに特急のオーダーが入ってきた時に、そのオーダーがいつ完成するかを予測することはまず不可能である。結局のところ、現場を混乱させ、必要以上に稼働率を低下させると同時に、顧客に対する満足度も低下させるか、さもなければ、せっかくの受注機会を不意にするかのいずれかとなる。ここでもし、さまざまな環境変化に対応して、即座にスケジュールを変更しそれに合わせて実行することができたらどうだろうか。

実は、大量生産の時代、作れば作っただけ売れた時代には、APSはそれほど重要ではなかった。市場の要求が多様化し、必要とされるものを必要とされるときに作らなければ売れない時代だからこそ、APSが必要なのだ。デフレの時代は、その時に売れないものは永久に売れない。タイミングが極めて重要なのである。従って、もちろん顧客の要求は予測できないため、状況に合わせて作り方を変えるしか残された道はない。ぎりぎりまで変更可能なしくみを持っている企業が有利なのであり、何を作るかといった製品による差別化がしにくい今日では、このようないかにアジャイル（俊敏）であるかが、企業の生き残りをも左右するほど重要なファクターとなっている。

5.1.2. リードタイムを極限まで短縮する

購入する側からすると、注文をしてから実際に製品を受け取るまでの注文リードタイムが短いことが、製品そのものの価値以上に重要な場合がある。例えば、その注文した製品がボトルネック（その製品がなければ全体のパフォーマンスに影響をあたえるもの）であるとすると、とにかく今すぐに欲しい顧客にとって、例えば１日リードタイムを短縮することは、その品物の購入価格以上の価値を生み出す場合がある。つまり、注文リードタイムを短くすることは、場合によって製品の付加価値を上げることになる。環境変化の激しい世界では、時間が価値を生み出すのだ。

以前より、見込み生産という方法によって、製造業は注文リードタイムを極力短く抑えてきた。製品在庫を多くもつことで、顧客が欲しいときにすぐ製品を手にすることができる。しかし、市場の変化が激しく、その変化が予測しがたいような場合には、このような手法は通用しない。見込み生産で作ると、それだけ売れ残りのリスクを負うことになるからだ。従って、製造業が次に考えた方法は、半見込み生産、つまり、ある程度の共通的な部分のみを見込みで作っておき、最終的な注文の仕様に応じて変更が必要の部分のみ受注以降に生産して出荷する、という方法である。しかし、この方法では、注文リードタイムをあらかじめ設定した期間より短くできないこと、そして、基本的に中間製品の在庫を管理対象とするために、やはり必要以上の在庫リスクを負わなければならないことなど、いくつかの問題点が明らかになってきた。

変化する市場環境にも対応し、かつ在庫量を増やさず、そして注文リードタイムを極限まで短縮する方法が、APSによるフローによる受注オーダーと計画オーダーの管理である。詳細については後ほど説明するが、要点は、在庫による管理からフロー、つまりスケジュールされた一連のジョブの流れを管理する方法に転換することにある。受注オーダーは在庫に紐付けるのではなく、計画に紐付けることで、特定の在庫管理ポイントが不要となり、逆に注文リードタイムを可変にできる。また、もうひとつの要点は、在庫をバッファとした制御方法から、時間をバッファとした制御方法への転換である。安全在庫量は状況に応じて変化すべきなのだ。APSによって、在庫を常に時間に読み替えることで、ネックとなる工程やそうでない工程に対する適切な制御を可能にする必要がある。

5.1.3. 生産現場の活動を利益に結びつける

昨今、TOC（制約条件の理論）が注目されている。TOCの中にはいくつものエッセンスがあり、そのそれぞれについて日本の製造業は得るところが大きい。その中でも、スループットを中心とした生産現場の評価システムの提案は、非常に示唆に富んだものである。つまり、生産現場の評価は、工場（企業）全体のスループット向上にどれだけ貢献したかで決まり、部分的な効率で測ってはならないという考え方である。ここで、工場全体のスループットとは、工場全体のキャッシュフロー（売上―原価）に対応し、スループット向上のために、在庫や設備などの資産や、作業者の人件費などの経費はともに増やさない（できれば減らす）という前提を設けている。

今まで、生産スケジューリングには、どれだけ工場が儲かったかという指標は存在しなかった。生産スケジューリングの指標は、主に与えられた納期以内で与えられたジョブを完了することであり、そこでは、コストをできるだけ低く抑えるという視点しかない。コストを抑えることで結果的に利益を大きくするという従来的な発想である。そして、そのコストの算出根拠も非常に怪しい。TOCではコストよりも収益を重視する。結果的にその方が利益が大きくなる。では、どうしたらよいか。そのためには、営業部門と製造部門が密に連携し、実質的な製造原価情報を提供でき、そして製造可能な品目、数量、納期と、販売価格との方程式を瞬時に解くAPSが必要となる。例えば、スケジュール上余裕のある設備で作れるものは何か、今ある在庫で３日以内に作れるものは何と何か、仕様変更が容易にできるものは何で、出来ないのは何かといった情報は、APSは独自に提供可能である。これらの情報と価格戦略とを組み合わせればよいのだ。工場が主体的に価格を設定できることで、TOCははじめてその理論を完成させることができる。

5.1.4. 設計部門と製造部門をシームレスに繋ぐ

日本はもうすでにモノが十分行き渡っており、もうこれ以上はなかなかモノが売れない時代となった、と言われている。はたしてそうであろうか。モノは行き渡っていても、相変わらず欲しいものはない、というのが実際ではないか。結局、消費者が本当に欲しいと思っているものを製造業は作っていないのである。ここにきて、製品開発や設計部門の果たさなければならない役割は非常に大きい。しかし、さらに重要なことは、消費者が欲しいと思っているものを、タイミングよく的確な価格で提供するためのしくみである。製造業がもつ技術と消費者がもつニーズとは、そのサイクルがぴたりと一致してこそ、そこに大きな価値が生まれるのだ。

製造業における製品開発のサイクルはますます早くなっている。数ヶ月で新しいモデルが出る製品もあり、新製品を以下にタイミングよく市場に投入するかが、製造業にとっての収益を大きく左右するファクターとなりつつある。そうなると、製造する側からすれば、常に新しいモデルと古いモデルが工場内に混在し、それらのバージョン管理や切替え時期の管理などで、担当者の頭のなかはいつも大混乱である。ひとつ計算を間違えれば、莫大なデッドストック（売れ残り）を抱え、利益を吹き飛ばすことになりかねないからである。

　このような製品開発の進捗と同期した生産スケジューリングを行うためには、どうしてもAPSに頼らざるを得ない。APSでは、M-BOMと呼ばれる製造に特化したBOM（部品表）を用いており、設計で用いられるBOM（M-BOMと区別するためにE-BOMと呼ぶ）との連携をとることが可能である。このE-BOMとM-BOMの連携により、設計における仕様変更への対応や、設計と製造をコンカレントに行う場合のスケジュール管理、そして、仕様の曖昧性を許し、ぎりぎりまで仕様確定を遅らせることを可能にする生産形態が考えられる。顧客の要求は常に不安定であるため、このような、顧客満足度を最優先にしたビジネスモデルは、得てして生産効率を犠牲にする場合が多いが、顧客満足度と生産効率を両立させるしくみがAPSに隠されている。

5.1.5. サプライチェーンの中での協調生産を可能にする

APSの効果として最も注目されるのが、顧客やサプライヤーなど、自社が属するサプライチェーン内でのパートナー企業とのより強力な関係構築である。現在はひとつの製品をひとつの企業が単独で完成させることがむずかしい。市場のニーズも技術の進歩もともに激しい今日では、個々の製造技術ごとに、それを得意とする企業が部品を作り、そしてそれらの企業がひとつのデマンド／サプライチェーンを構成しながら一つの製品を完成させるほうが、より全体最適に近いのである。このような中で、企業はいかに顧客やサプライヤーとうまく付き合っていくかが戦略的に非常に重要な問題となっている。

そのためには、製造業は、顧客やサプライヤーが必要としている情報を正確かつタイムリーに提供できるかが勝敗を分ける。正確な納期解答を顧客に提示すること、あるいは正確な注文の予告（あるいは計画そのもの）をサプライヤーに提供することにより、関連するパートナー企業は、その情報をもとにより最適なスケジュールを立てることができる。

これからはむしろ、将来の見通しについてより正確な情報を提供してくれる相手とパートナーを組まなければ、もはや最適な生産ができなくと予想される。それくらい、サプライチェーンの各企業内でできる最適化にはもう限界がきており、企業間をまたがる最適化がこれからの中心的な問題となりつつあるのである。従って、各製造業は、それぞれ生き残りをかけて、自分がより強力なサプライチェーンの構成員となるために、APSによって生産スケジューリングを強化しながら、いま何がどうなっていて、将来どうなると予想されるのかを常に正確に把握し、その情報をもとに顧客やサプライヤーとよりよい関係を構築していかなければならない。

5.2　 プランニングとスケジューリング（西岡）

5.2.1. プランニングとスケジューリングの意味

APS(Advanced Planning and Scheduling)とは、文字どおりプランニングとスケジューリングの高度な統合によって可能となる新しい問題解決のアプローチである。ここで、まず、その前提となっているプランニングとスケジューリングという用語の意味を整理しておく。APSにおけるプランニング問題とは、ひとことで言えば、計画すべき作業（またはその候補）を生成することである。ここで、作業は、品目、資源、そして時間的制約をもった個々の情報である。通常、作業に関する情報は、オーダによって工程情報が個々にコピーされる形で生成されることが多い。したがって、オーダを生成すること（たとえば今月の生産量の決定など）がプランニングの一部となる。つまり、プランニングとは、対象とすべき問題そのものを定義する行為ともいえる。

　続いて、スケジューリング問題は、プランニング問題で得られた作業情報に対して、資源や品目との関係を確定させ、時刻を割当てる問題ということができる。プランニングでは、作業と資源との関係は、たとえば、作業Aは、設備１または設備２で行う、といった選択肢を含む形で与えられる。これに対して、スケジューリングは、実際の生産を想定してすべての選択肢を確定させる。これは品目についても同様であり、原材料として複数の候補がある場合でも、どの品目を使用するかを確定させた上で、各作業の開始、終了時刻を決定する。

　表５－１にプランニングとスケジューリングの定性的な比較をおこなったものを示す。

表５－１　プランニングとスケジューリングの関係

	
	プランニング
	スケジューリング

	位置付け
	上位
	下位

	扱う対象
	主に量
	主に時間（時刻）

	解の構造
	組み合わせ
	実行順序

	作業の扱い
	生成する
	属性を設定

	制約の種類
	因果関係
	競合関係


表５－１にあるように、プランニングとスケジューリングの関係は、まず対象問題に対してプランニングを行い、その結果を具体的に現実の世界に落としこむためにスケジューリングを行うといった依存関係が存在する。プランニングがなければスケジューリング問題は存在しない。したがって、従来は、プランニング部門（生産計画部門）とスケジューリング部門（製造現場）との間で計画情報が一方向に流れていた。つまり、従来の生産管理では、これらをまったく区分して別々な部署で別々のタイミングで行っていた。

しかし、APSでは、これら２つの問題をできるかぎり同時並行的に行おうとする。当然のことながら、そのためには、より密はデータ交換が必要であり、紙と鉛筆、あるいは電話とFAXによる情報交換では限界がある。PSLXによるデータ標準化仕様とアプリケーション間のデータ交換仕様の存在が前提となっている。プランニングとスケジューリングを連携あるいは統合することは、単に意思決定のリードタイムを短縮するという効果のみではなく、プランニング時における可能性をより広げることで、計画の質（評価）をより高いものとすることができる。なぜなら、プランニング時に、計画者は、あらかじめスケジューリング時の実行可能性を保証するために、できるだけ安全よりに解を設定（たとえばMRPの固定リードタイムなど）するため、常にその分の余裕が無駄あるいはかく乱要因となっているからである。

統合の意味とメリット

　かつてのものづくりの方法は、ここの担当者が自立しているために、問題そのものを設定するプランニングと、そのプランの実行可能性を検証するスケジューリングをつねに同時並行的におこなっていた。しかしながら、分業化が進み、各パートがより効率をもとめるあまり、プランニングを行う部門とスケジューリングを行う部門が徐々に分断されていき、相互の情報交換が整流化されてきた。フォーマルな情報として乗らないものは殺ぎ落とされたことにより、各部門の機能は高まったが、問題解決という視点からすると、本来のパフォーマンスが結果的に限定されている。

　生産計画部門で行う計画と現場で行う詳細なスケジュールとが乖離している。営業部門が立てる販売計画と現実のニーズとが乖離している。設計部門で作成した図面は実際の製造ではそのまま使えない。現実の企業の経営を行う上で、気が付いてみたら、計画と現実とが大きく乖離していたということは非常に多い。これでは、変化に対する俊敏な対応も、利益の最大化もなにも不可能である。これらの問題を解決するためには、プランニングとスケジューリングとをかぎりなく近づけることであり、ＡＰＳの枠組みによってこのことを可能にする。

　ここの部門や組織が、それぞれプランニング機能とスケジューリング機能をあわせもち、それで一つの構成要素として振舞うことで、はじめて時節で述べる計画連携が可能となる。なぜなら、個々の計画が実行可能であるという前提がなければ、それらの計画の連携はまったく意味がないからである。逆にいえば、ＰＳＬＸがめざす計画連携のためには、個々の機能要素がそれぞれプランニングとスケジューリングを同時にもっていなければならない。もちろん、部門によって、プランニング要素が強いところ、スケジューリング要素がつよいところが存在する。ここで重要なことは、たとえそうであっても、つねに両者をあわせもち、完全に分断するようなことを避けるということである。実行可能性を無視したプランニングは意味がなく、また、要求や目的を欠いたスケジューリングも意味がないのだ。分業化され、分断されたこの２つの意思決定の要素を、ここで再び統合しなければならない。

5.3　 PSLXの意義（西岡）

5.3.1. 企業内での計画連携

製造業の内部には、企画部門をはじめ、営業部門や設計部門、そして製造部門などさまざまな部門が存在する。かつてＣＩＭが注目されていた時代では、これらの部門がもつ情報を統合することに重きがおかれていた。情報システムのインフラとして、ある程度の情報が企業内で統合的に管理可能な今日では、それらの情報をいかに企業の全体最適のために利用するかがポイントとなっている。そして、全体最適のための重要な側面が、各部門が同期しているかどうかであり、ここで計画連携がきわめて重要な要素となってくる。

　まず、営業部門と製造部門との連携のための手法として、ＡＰＳでは座席予約システムやＡＴＰ／ＣＴＰによるダイナミックな納期回答、そしてそれらを実現するための混合生産方式や座席予約方式などがある。特に、従来のＭＲＰ方式や製番方式では不可能であったフローによる在庫引き当てなどが大きな特徴であり、これによってＢＴＯに対応した生産体制と販売営業部門とのムリムダのない連携が可能となっている。

　また、設計部門との連携として、従来から設計部門で用いられていたＥ－ＢＯＭと製造部門で独自に構築していたＭ－ＢＯＭとを統合した統合ＢＯＭを用いたさみだれ生産が大きな特徴である。従来から問題となっていた２重マスター管理の弊害が、統合ＢＯＭでは基本的に解決するために、頻繁な設計変更や仕様変更にも対応可能となる。そして、なによりも、この統合ＢＯＭによるさみだれ生産によって、設計部門と製造部門の各アクティビティが連携可能となる。これは、新製品をできるかぎり市場へはやく投入するためにはなくてはならないしくみとなるだろう。

　そして、最後に、営業部門、設計部門、製造部門の３者がお互いに連携しあいながらプランニングとスケジューリングを行うＡＰＳの待ち伏せ生産方式では、上流工程で標準化モジュール化を行った上で、営業部門が仕様決定を顧客とともに行い、それを設計部門が技術的にサポートし、そして製造部門が納期どおりに製造可能であることを保証する。この形態は、今後顧客の要求がより個別化し一品一様のモノ造りを行っていかなければならない状況においてのひとつのあるべき姿であるともいえる。

　　　　　　　　　　　　　　　　待ち伏せ生産方式

　　　　　　　　　　　　設計　　　　　　　　　　　　販売

　　　　　　　さみだれ　　　　　　　PSLX 　　　　　　　混合生産方式

　　　　　　　生産方式　　　　　　　　　　　　　　　　　＆座席予約方式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製造

図５－１　ＰＳＬＸが可能にする新しい生産のしくみ

5.3.2. 企業間の計画連携

　サプライチェーンマネジメントの重要性が指摘されている今日、企業間の商取引を以下に電子化し、より効率化した受注業務、調達業務を行うことが製造業の最重要課題の一つとなっている。しかしながら、単に、注文伝票が電子化し、決済が電子化しただけでは、たかだか間接業務の省力化のみの効果にとどまり、企業全体の最適化にはつながらない。もちろん、受発注業務の部分を電子化し、より多くの取引先との接続可能性を保証することで、短期的には（対応できない企業の淘汰のなかれのなかで）業績は向上するかもしれない。しかし、最終的には、企業内部の計画機能、生産実施機能が、外部と連携し、以下にその企業がもつ人や設備は原材料などの資産を最大限に有効活用するかという視点がなければ、持続的な発展はありえない。

　計画連携とは，サプライチェーン上の個々の企業の持つ生産リソースが、最終顧客のニーズにあわせてダイナミックに再構成するため、単に確定オーダのみを電子的にやりとりするのではなく、確定オーダにいたる過程で発生するさまざまな付帯情報も共有することで、より変化への対応を早めていくための手段である。実際、生産の段取りや資材調達は、企業間でオーダが確定するのを待っていては、要求する納期に対応することは不可能であるのが現実であり、それをさけるために、製造業は非常に多くの無駄を行っている。企業間でオーダが確定するためには、それに付随する多くのアクションあるいは意思決定が個々の企業サイドで行われており，それらを必要に応じてAPSで同期をとることで、この問題は飛躍的に改善する。

今後ますます進むと思われる計画共有について、その要点を整理してみたい。まず、計画情報を提供する側の問題について考えてみよう。メーカーからサプライヤーに送られる情報は、今まではオーダーだけであったが、これからはオーダーおよび事前に送られる計画情報となる。提供する計画情報は、サプライチェーン上での企業間連携が密になればなるほど内容が詳細かつ正確にならなければならない。従って、提供すべき計画そのものが存在しなければならないのは当然として、その情報の精度が劣化しないように常にメンテナンスされている必要がある。また、その企業が持つ計画情報をすべてそのまま提供することは考えられないので、提携関係のレベルに応じて、どの部分をどのような形式で開示するかを決定し、それに合わせて情報を加工しなければならない。さらに、いったん提示した計画情報と、実際のオーダーとの間のギャップをある一定の幅以内に抑えるような配慮も行う必要がある。

次に、サプライヤーの側からすると、提供された情報の活用の方法についても当然考えなければならない。いくら精度の高い計画情報を高頻度で提供されても、その情報をうまく活用しなければ意味がない。従って、サプライヤーは、自社の生産計画あるいはスケジューリングに、与えられた計画情報をきちんと反映させるしくみを持たなければならない。提供される情報が、内示オーダーのように、オーダーの形で与えられる場合、該当する部品、資材在庫量の計画推移（所要量）という形で与えられる場合、そして、生産スケジュールをそのまま提供する場合など、情報の形態はさまざまであるが、それらの形態に合わせて、サプライヤー側のAPSで的確に処理する必要がある。

　さらに、輸送工程や保管工程など、サプライチェーン上のすべての作業をモデル化し、そして、各業者がその内部の計画や実績情報をPSLXの標準フォーマットでデータ交換することで、個々の企業の内部では決して実現することができない非常に大きな効果を得ることができる。例えば、輸送業者のトラックの台数を減らせれば大きなコスト削減が可能となるが、顧客である荷主の工場の生産スケジュールを事前に知ることで、より最適な配車計画が可能となる。また、メーカーや倉庫業者の側からしても、輸送便がいつ到着するのか、あるいは突発のオーダに対してその業者のリソースが余裕があるかなどを知ることで、より迅速な対応が可能となる。

5.3.3. インターネットを活用したＡＰＳの姿

APSでは、このような企業内、企業間のさまざまな業務の同期をとり、全体最適を実現するために、XMLをベースとしたインターネット上での情報交換のしくみを最大限に利用する。そして、各企業、各部門のいままで孤立していたアプリケーションを、必要に応じて連携させる。設計部門が業務の中で主に対象としている情報をプロダクトモデル、製造部門が対象としているモデルをプロセスモデル、そして営業部門がとり扱っている情報をサービスモデルとすると、図５－２に示すように、それらの情報がXMLをベースとした言語仕様であるPSLXによって企業内、企業間を自由に移動し、それにより、個々の企業内での全体最適と、関連する企業全体での最適化が同時に実現する。

製造業の全体最適のためには、変化に以下に俊敏に対応できるかが重要であり、そのためのセンサーとしては、市場からの情報とともに、生産現場からの刻々と伝わる実績情報が重要である。現実は、計画のとおりには、なかなかいかないからである。したがって、計画と実績のループをいかに回すかがAPSの非常に重要な役割であるが、このポイントについても、企業内での計画／実績ループだけではく、企業間をまたがる計画／実績ループが重要となる。つまり、実行系システムにおいて、サプライチェーンの上流、下流の企業の実績情報は、リードタイム短縮や生産資源効率の最大化に大きく寄与する。











図５－２　PSLXによる企業間の情報連携
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現在、製造業において営業、設計開発、生産技術、製造の各部門間の情報のやり取りには、オペレーション上の問題点が指摘されている。

営業と設計開発部門の間では、営業から見た場合、原価情報の精度が悪く、正確な見積ができない。また、設計開発から営業を見た場合、顧客の仕様変更がリアルタイムに伝わらない等の問題を抱えている。生産技術と製造部門の間では、設計から見た場合、計画の変更が多くて生産が安定しないなど、数々の問題が生じている。これらの問題を、E-BOMを共通の企業情報とすることによって解決することができる。これまでパソコンやUNIXマシン、汎用機等のプラットフォームの違いにより製品ライフサイクルにわたる共通のインフラを構築することは難しかったが、オープン化や急速に進展するWeb技術等、IT技術の急速な進歩により、 今やE-BOMはコミュニケーションツールとして製品情報の全ライフサイクルをサポートするITの基盤インフラとなったのである。（図３）
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現在、製造業において営業、設計開発、生産技術、製造の各部門間の情報のやり取りには、オペレーション上の問題点が指摘されている。

営業と設計開発部門の間では、営業から見た場合、原価情報の精度が悪く、正確な見積ができない。また、設計開発から営業を見た場合、顧客の仕様変更がリアルタイムに伝わらない等の問題を抱えている。生産技術と製造部門の間では、設計から見た場合、計画の変更が多くて生産が安定しないなど、数々の問題が生じている。これらの問題を、E-BOMを共通の企業情報とすることによって解決することができる。これまでパソコンやUNIXマシン、汎用機等のプラットフォームの違いにより製品ライフサイクルにわたる共通のインフラを構築することは難しかったが、オープン化や急速に進展するWeb技術等、IT技術の急速な進歩により、 今やE-BOMはコミュニケーションツールとして製品情報の全ライフサイクルをサポートするITの基盤インフラとなったのである。（図３）
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現在、製造業において営業、設計開発、生産技術、製造の各部門間の情報のやり取りには、オペレーション上の問題点が指摘されている。

営業と設計開発部門の間では、営業から見た場合、原価情報の精度が悪く、正確な見積ができない。また、設計開発から営業を見た場合、顧客の仕様変更がリアルタイムに伝わらない等の問題を抱えている。生産技術と製造部門の間では、設計から見た場合、計画の変更が多くて生産が安定しないなど、数々の問題が生じている。これらの問題を、E-BOMを共通の企業情報とすることによって解決することができる。これまでパソコンやUNIXマシン、汎用機等のプラットフォームの違いにより製品ライフサイクルにわたる共通のインフラを構築することは難しかったが、オープン化や急速に進展するWeb技術等、IT技術の急速な進歩により、 今やE-BOMはコミュニケーションツールとして製品情報の全ライフサイクルをサポートするITの基盤インフラとなったのである。（図３）
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現在、製造業において営業、設計開発、生産技術、製造の各部門間の情報のやり取りには、オペレーション上の問題点が指摘されている。

営業と設計開発部門の間では、営業から見た場合、原価情報の精度が悪く、正確な見積ができない。また、設計開発から営業を見た場合、顧客の仕様変更がリアルタイムに伝わらない等の問題を抱えている。生産技術と製造部門の間では、設計から見た場合、計画の変更が多くて生産が安定しないなど、数々の問題が生じている。これらの問題を、E-BOMを共通の企業情報とすることによって解決することができる。これまでパソコンやUNIXマシン、汎用機等のプラットフォームの違いにより製品ライフサイクルにわたる共通のインフラを構築することは難しかったが、オープン化や急速に進展するWeb技術等、IT技術の急速な進歩により、 今やE-BOMはコミュニケーションツールとして製品情報の全ライフサイクルをサポートするITの基盤インフラとなったのである。（図３）














